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１業務のご案内

私どもJF宮城県漁業協同組合は「浜の漁業者と一体となって」をスローガンに、合併３年目を迎えまし
た。
今年４月からは、雄勝町雄勝湾漁協と矢本漁協が参加し３３支所によるJFみやぎがスタートすることにな

りました。
我々漁業者には、古くから国民への食料供給を担ってきた自負があります。
今日、世界は日本経済はじめ、百年に一度とも言われる経済不況に見舞われ、私ども水産業界も厳しい

状況にありますが、これからも私達の汗と努力の結晶である安全・安心で新鮮な水産物を提供し続ける為
にも、組合員の皆様の経営安定が大変重要であります。
このJFみやぎから浜の声を力強く発信し、漁村漁民の潤いのある生活向上を目指し、皆で頑張って行く

所存です。

１業務のご案内

経営管理委員会

会　長

代表理事理事長

ご挨拶

組合員並びに関係者の皆様方には、日頃よりＪＦみやぎの業務運営につきまして、特段のご理解とご協
力を賜っておりますことに対しまして厚くお礼申し上げます。
ご承知のとおり水産業を取り巻く環境は原油価格の高騰による生産コストの増加など厳しい状況が続き

一層、漁業経営を圧迫しております。
このような中、生産物の流通において、消費者の消費形態は「食の安全・安心」の気運の高まりから、

国産品志向、生産者の顔の見える食品といった傾向にあり、こうした消費構造の変化に柔軟に対応するこ
とが求められております。
当組合と致しましては、皆様方の信頼に応えるためにも経営の健全化や浜の金融機関としての機能の強

化等に鋭意取り組んで参りますので、今後とも組合系統事業に格別のご協力を賜りますようお願い申し上
げます。
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沿　　革　・　歩　　み年  月  日

宮城県下３１沿海漁協の合併により宮城県漁業協同組合発足
宮城県漁業協同組合連合会を包括承継
宮城県信用漁業協同組合連合会を包括承継
本所を仙台市から石巻市へ移転
塩釜市新浜町へ塩釜総合支所信用共済店舗を開設
雄勝町雄勝湾漁協及び矢本漁協と合併

２００７．４．１
２００７．９．２８
２００７．１０．１
２００８．３．２４
２００８．３．　
２００９．４．１

県一漁協への合併未参加組合４漁協のうち、雄勝町雄勝湾漁業協同組合並びに矢本漁業協同組合については平成
２１年１月２２日合併仮契約を締結し、当組合は同年２月６日、雄勝町雄勝湾漁業協同組合は同年２月１２日、矢本漁業
協同組合は同年２月１０日の合併総会で承認され、宮城県より「合併認可書」の公布を同年３月３０日に受け、平成２１
年４月１日に合併いたしました。

沿革・歩み

トピックス

組合は、組合員の漁業の生産性と能率性の向上と、その事業の振興を図るとともに漁家経済の社会的地位を高め
ることを目的とし、もって我が国漁業の発展と地域経済・社会の振興に取り組んでまいります。
漁業・漁村を取り巻く環境が大きく変化するなかで、漁業者等組合員や地域住民の負託に応え、引き続き社会的

使命を果たしていくためには環境変化に的確に対応していくことは勿論のこと、倫理的側面に十分に配慮して、経
済・社会の環境を総合的に捉えて事業活動を展開し、社会的規範に則った責任を果たしてまいります。特に漁協は
公共性が強く求められる信用事業を行う金融機関であり、信頼の揺らぎは組合員や利用者はもとより、社会に与え
る影響は大きく、自己責任原則に基づく健全経営の下、組合員や利用者が必要とする魅力ある事業展開や商品・サー
ビスを提供するとともに、正確・迅速な事務処理と親切・丁寧な対応を徹底するために職員教育にも重点を置き取
り組んでまいります。

経営方針

当組合は漁業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を踏ま
え、総代会で選任された経営管理委員で構成された「経営管理委員会」により選任された理事により構成された
「理事会」が業務執行を行なっております。また、総会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行について
監査を行なっております。
また、信用事業については選任の担当理事を置くとともに、水産業協同組合法第３４条に規定する常勤監事及び員

外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

組合は、漁業協同組合の事業活動を通じ、漁業の振興と漁村地域の振興・発展を図り、地域の多様なニーズにも
応えていくことが求められております。
これら一連の活動を通じ、多くの人々の共有財産である海の環境を守り、水産食料供給の担い手として安全・安

心・新鮮な水産物を提供し、都市・農山村の人々に自然豊かな親水域の場を提供するなど、海と地域の保全、豊か
な社会の実現に向けて貢献してまいります。

経営管理体制

社会的責任と貢献活動
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葛青年部活動
漁業・漁村地域活性化の担い手として、各地域での海浜清掃活動やスポ－ツ大会の開催、海難遺児への募金活動、海
難事故防止にむけ女性部と連携ライフジャケット常時着用運動の推進等図るとともに、県内外の青年・女性交流大会の
開催、全国グループリーダー研修会への参加など幅広く活動しています。

葛女性部活動
漁業・漁村地域の活性化を女性の活動を通して高めるため、各地域女性部の連
携を基本に、「みやぎの海の子」作文の募集、漁船海難遺児募金活動、地産地消の
推進で朝市・地域イベントへの出店、衛生管理講習会の開催、環境保全活動とし
て天然石鹸購入使用・海浜清掃活動等に取り組んでいます。特に、海難事故防止
にむけライフジャケット常時着用運動の推進に組織を挙げて取り組み、「ライフ
ガードレディーズ」による呼びかけ等で、ライフジャケットの着用率は確実に向
上を見せています。

葛密漁防止活動
ウニ、アワビ、ナマコ等は漁業者が稚貝等を購入、これを漁場に放流
し管理して育て大きくなってから獲っていますが、高級品であるためア
ワビ等の密漁が後を絶ちません。アワビ等の密漁は暴力団の資金源にな
るなど社会的に大きな問題であるとともに、漁業者の生活を脅かすもの
であるため、漁業者は監視船・監視所を設置し日夜密漁防止・監視活動
に取組んでいます。また、宮城県の各浜には漁業権漁場が設定されてお
り、一般の方々が自由に魚貝藻類を獲ることは出来ません。

葛宮城県産生かきトレーサビリティシステム
当組合では宮城県産かきの原産地や品質に対する信頼性の確保、また、消費者を含めたリスクコミュニケーション等
を目的として宮城県産生かきトレーサビリティ情報システムを提供しております。
本システム適用の宮城県産かきを購入した消費者は、当組合のウェブサイト等を通じパックに印刷されたシリアル・
ナンバーを用いて生産・加工履歴など様々な情報を知ることができます。

葛宮城県産銀ざけの魅力を知って
仙台の料理人招き試食会
出荷最盛期を迎えた宮城県産銀ざけの消費拡大を図る目的で、
地元飲食関係者を対象に生産現場の見学ツアーを実施。養殖場や
加工場の視察、試食を通じ、「新鮮・安全・美味」と三拍子揃った
宮城県産銀ざけの魅力をPR。

ライフジャケット着用推進活動

密漁防止巡回キャンペーン

→
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葛親子かき養殖体験ツアーの開催
１１月１６日と１２月１６日県内４会場でかき養殖生産者と消費者の親子・量販店担
当者を生産の場に招き、生産者との交流を通じ、宮城のかきに対する安全性の
取り組みをはじめとする理解の促進を図るとともに、地産・地消の推進に努め
ました。
 

葛ホタテ貝の販促会を生協の店舗で実施
１０月４日（土）の地産・地消の日にみやぎ生協５店舗で、ホタテ部会委員の
協力の下、消費者にホタテの剥き方、食べ方等を提供し、ホタテの消費拡大を
図りました。

リスク管理態勢
組合員・利用者の皆様に安心して組合をご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信用秩序の

維持と信頼性を高めていくことが重要であります。このため、有効なリスク管理態勢を構築し、直面する様々なリ
スクに適切に対応すべく、認識すべきリスクの種類や管理態勢の仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備し
ています。

葛審査体制
融資部門、余裕金運用部門から

独立した管理部署が二次審査を実
施し、与信先の経営状況や資金使
途等の把握、余裕金運用管理など
厳密な審査を行い、審査にかかる
牽制機能を確保し、資産の健全性
維持・向上に努めております。

「信用リスク」とは、取引先の財務内容の悪化等により、貸出金等の元本や利息の回収が困難となり、損失を被る
リスクをいいます。
組合では、各業務規程類に基づき日常の業務を行なうとともに、貸出資産の健全性の維持・向上に努めるために、

貸出審査にあたっては「与信審査マニュアル」に基づき貸出先の信用力、事業内容及び成長性等を十分に審査し、
信用リスク管理を徹底するとともに、資産の自己査定に際しては「資産自己査定実施要領」及び「同要領附則」に
基づき適正に資産査定を行なっております。

「市場関連リスク」とは、金利や有価証券等の価格が為替相場等の様々な市場のリスク要素の変動により、保有す
る資産の価値が変動し、損失を被るリスクをいいます。
組合においては、「余裕金運用規程」に基づく余裕金運用を徹底するとともに、経営管理委員会に次ぐ意思決定機

関として「余裕金運用にかかるリスク管理手続き」に基づく運用会議を設置・運営し、資産・負債構成のバランス
状況、市場リスクの管理方針・運営方針の策定、運用状況やリスク管理の状況等について、過大なリスクを負担し
ていないか等協議することとしております。

経営管理委員会

理 事 会

利益相反管理統括部責任者個人情報取扱責任者 電算システム管理責任者

余裕金運用会議コンプライアンス推進委員会

監 事 会

検 査 室

1　信用リスク管理

2　市場・流動性リスク管理
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「流動性リスク」とは、不祥事発生や風評被害等による貯金流出時の流動性（資金繰り）リスクへの対応策とし
て、「不祥事対応マニュアル・流動性リスクにかかる管理の手引」を制定し、貯払資金手当を含む対応の徹底を図っ
ております。

「事務リスク」とは、役職員が正確な事務を怠る、または事故・不正等をおこすことにより、組合自身が被るリス
クをいいます。当組合では、各種業務規程に基づく事務を遂行することにより、事務リスクの軽減に努めるととも
に、自店監査、内部監査の態勢の充実・強化を図り事務処理ミス等の早期発見及び事故等の未然防止に努めていま
す。　

「システムリスク」とは、コンピュータ・システムの停止または誤作動等システムの不備・不具合等にともない、
組合が損失を被るリスクをいいます。組合では、漁協系統の集中センターである、株式会社全国漁協オンラインセ
ンターと連携のうえ、システムの万一の障害や災害時等の対応も含め、コンピュータ・システムの安定稼動と円滑
な運用に努めております。

組合の業務遂行上、万一不測の事態を来たした場合に遺漏なく顧客対応を行い、早急に平常業務体制に復帰する
ために、業務運営上の様々なケースを想定した危機管理計画を策定し、これに基づくリスク管理の徹底を図ってお
ります。また火災・震災等の災害時の対応について「災害時緊急対策マニュアル」に基づく体制整備を図っており
ます。

漁業・漁村を取り巻く環境が大きく変化するなかで、組合が組合員・利用者の皆様の負託に応え、社会的使命を
果たすためには、環境の変化に的確に対応していくことは勿論のこと、倫理的側面に十分に配慮し、社会的規範に
則った責任ある経営が求められています。特に漁協は信用事業を行う金融機関であり、信用の揺らぎは組合員・利
用者の皆様はもとより社会に及ぼす影響は大きく、コンプライアンスの確保・徹底は最優先事項であり絶対的使命
と認識し、役職員は遵法精神に則り、より高度の倫理観をもって自己責任原則に基づいて社会的責任の遂行に努め
てまいります。

葛コンプライアンス運営態勢
コンプライアンスの運営体制として、「コンプラ

イアンス推進委員会」を設置し、統括部署を総務部
に置き、本所においては各部署及び総合支所、支所・
出張所にコンプライアンス責任者と担当者 を設置
し、コンプライアンスに基づく業務運営に努めると
ともに、毎年度コンプライアンス・プログラムを策
定し、その実行・進捗管理と評価を行っています。

葛自主監査体制
内部牽制機能の充実を図るため、部署長による

「自主監査（自店監査）」を実施し、職員一人一人が
コンプライアンスに対する意識を高める取り組みを
実施しています。

3　事務リスク管理

4　システムリスク管理

5　危機管理への対応

法令等遵守(コンプライアンス)の態勢

経営管理委員会

理 事 会

コンプライアンス推進委員会

本 所 各 課；コンプライアンス責任者・担当者
総 合 支 所；コンプライアンス責任者・担当者
支所・出張所；コンプライアンス責任者・担当者

監 事 会

検 査 室

【コンプライアンス体制】



６ 業務のご案内

当組合では、内部監査部門として他の業務執行部門から独立した「検査室」を設置しております。内部監査は組
合の経営全般にわたる管理及び各事業部門の業務遂行状況を、内部管理体制の適切性と有効性の観点から検証・評
価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に資することをその使命としております。
また、内部監査は組合の本所・総合支所・支所・出張所及び信用業務取次店の全てを対象とし、被監査部署のリ

スクの種類・程度に応じた監査の頻度・深度等を決定し、効率的かつ実効性のある内部監査の実現に努めています。
内部監査は毎年度策定する監査計画に基づき実施し、監査結果は理事長及び監事に報告のうえ、理事会及び経営管
理委員会に報告しています。また特に重要な事項は速やかに理事長及び監事に報告することとしております。
監査指摘及び必要とする改善事項は理事長により被監査部署に通知し、改善状況等の回答を受け、定期的に改善

取り組み状況をフォローアップしています。

当組合は、「JFマリンバンク」の基本方針に則り、組合員等漁業者に対する地域特
性に応じた漁業金融を適切に実施し、組合員・利用者の信頼に応えるため、「信用事業
安定運営責任体制（（あんしん体制））」により、健全で効率的な事業運営を行なうため、
漁協系統の特性と、環境変化への対応を常に意識し、信用事業運営の最適化に向け取
り組んでいます。
ＪFマリンバンクでは、皆様の大切な財産（貯金）をしっかりとお預りし、国の公

的制度である「貯金保険制度」（銀行、信金、信組、労金、JAなどが加入する公的保
護制度）に加えて、マリンバンク安心システムによる二重のセーフティネットで安全
性の確保を図っております。

当組合は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基本であり、社会的責
務であることを認識し、以下の方針を遵守します。

内部監査体制

JFマリンバンクについて

個人情報保護に関する方針

１．当組合は、個人情報を取り扱う際に、「個人情報の保護に関する法律」（以下、「法」という。）をはじめ、個人情報
保護に関する関係諸法令及び主務大臣のガイドラインに定められた義務を誠実に遵守します。
※　「個人情報」とは、生存する個人に関する情報で、法第２条第１項に規程する特定の個人を識別できるものをいい、
以下についても同様といたします。

２．当組合は、利用目的を可能な限り特定した上、あらかじめご本人の同意を得た場合、および法令により例外として
扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内でのみ個人情報を取り扱います。
※　なお、「ご本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下についても同様といたします。
３．当組合は、個人情報を取得する場合は、適正な手段で取得するものとし、また、利用目的を法令により例外として
扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本人に通知または公表いたします。
　　但し、ご本人から書面により直接取得する場合には、あらかじめ明示します。
４．当組合は、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で、正確かつ最新の内容に保つよう努め、また、個人情報の安
全管理のために必要・適切な措置を講じ、役職員等および委託先を監督いたします。
※　なお、「個人データ」とは、法第２条第２項に規定する個人情報データベース等を構成する個人情報をいい、以
下についても同様といたします。
※　また、「役職員等」には、役員および職員以外に当組合の指揮・監督下にある派遣労働者を含みます。
５．当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人データ
を当組合以外の第三者に提供しません。
６．当組合は、保有個人データにつき、法令に基づき、ご本人からの開示・訂正等に応じます。
※　なお、「保有個人データ」とは、法第２条第５項に規定する保有個人データをいいます。
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当組合は、利用者の皆様との信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供するため、組合内の情報およ
びお預かりした情報の安全管理（以下、「情報セキュリティー」という。）の確保と、日々改善に努めることが当組
合の事業活動の基本であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約いたします。

情報安全管理基本方針

１．当組合は、情報資産を適正に取り扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の禁止に関する法
律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティーに関する諸法令、および主務大臣のガイドラインに定められた義務を誠
実に遵守します。
２．当組合は、情報の取り扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な組織的・人的・
技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏洩、改ざん、破壊、利用妨害などが発生しな
いよう努めます。
３．当組合は、情報安全管理に関して、業務に従事する者の役割を定め、本方針に基づき、組合全体での情報安全管理
を推進できる体制を維持します。
４．当組合は、万一、情報セキュリティーを侵害するような事態が生じた場合、その原因を迅速に解明し、被害を最小
限に止めるよう努めます。
５．当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう情報セキュリティー管理体制を確
立し、維持改善に努めます。

利用者保護等管理方針
当組合は、水産業協同組法その他関係法令等により営む事業の利用者等の正当な利益の保護と利便性を確保する

ため、以下の方針を遵守します。
また、利用者の保護と利便性の向上に向けて継続的な取組みを行なってまいります。

（顧客説明管理）
１．当組合は、組合員・利用者に対する取引または金融商品の説明および情報提供を適切かつ十分に行ないます。
（顧客サポート管理）
２．当組合は、組合員・利用者からの相談・苦情等については、公正・迅速・誠実に対応し、利用者の理解と信頼が得
られるよう適切かつ十分に対応いたします。

（利用者情報管理）
３．当組合は、組合員・利用者に関する情報については、法令等に基づく適正かつ適法な手段により取得・利用すると
ともに、情報の紛失、漏洩および不正利用の防止のために、必要かつ適切な措置を講じます。

（外部委託管理）
４．当組合は、組合が行なう事業を外部に委託するにあたっては、利用者情報の管理や利用者への対応が適切に行なわ
れるよう努めます。

当組合は、本所並びに各支所・出張所に苦情等受付窓口を設置し、お客様からの苦情等を真摯に捉え、迅速かつ
組織的に対応するとともに、組合の業務運営に反映させることにより、組合員・利用者への対応力の向上に取り組
んでいます。

苦情受付体制

当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係を遮断し、確固たる姿勢を堅持します。
万一、不当要求等があった場合には、警察当局との連携のうえあらゆる手段を講じ対決していきます。

反社会的勢力との取引排除について
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金融機関の提供するサービスの多様化するなか、当組合の信用事業関連業務および共済事業関連業務において、
お客様の利益保護の観点から、お客様とのお取引に際し、お客様の利益が不当に害されることを防止するため、次
のとおり利益相反管理方針を定めその概要を公表いたします。

利益相反管理方針

１．対象取引の範囲
本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当組合の行なう信用事業関連業務、共済事業関連業務に
かかるお客様との取引であって、お客様の利益を不当に害するおそれのある取引をいいます。
２．利益相反のおそれのある取引の類型
「利益相反のおそれのある取引」の類型および主な取引例としては、以下に掲げるものが考えられます。
１　お客様と当組合の間の利益が相反する類型
（取引例）
＊　当組合の相対債権の肩代わりのためにアレンジャーとしてシンジケートローンを組成する場合
＊　秘密保持契約を締結して特定部署が入手したお客様の情報が他部署に漏洩し、他の取引に利用される場合
＊　抱き合わせ販売や優越的地位の濫用等に該当する取引を行なう場合
２　当組合の「お客様と他のお客様」との間の利益が相反する類型
（取引例）
＊　グループ会社との取引に際し、アームズ・レングス・ルールに違反する場合
＊　接待・贈答を受け、または行なうことにより、特定の取引先との間で一般的な水準から乖離した水準で取引を
行なう場合

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法
　利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行ないます。
１　利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。
２　各部署においては、取引を行なう際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に該当
するか確認します。
３　利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。
４　各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが利益相
反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。
５　利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ（必要に応じて関係部署と協議）、当該
取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行ないます。

４．利益相反の管理の方法
当組合は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客様の保護を適正
に確保します。
１　対象取引を行なう部門と当該利用者との取引を行なう部門を分離する方法
２　対象取引または当該利用者との取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法
３　対象取引に伴い、当該お客様の利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客様に適切に開示する
方法（ただし、当組合が負う守秘義務に違反しない場合に限ります。）
４　その他対象取引を適切に管理するための方法
５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存
利益相反の特定およびその管理のために行なった措置については、当組合で定める内部規則に基づき適切に記録
し、保存いたします。
６．利益相反管理体制
１　当組合は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当組合全体の管理体制を統括するた
めの利益相反管理統括部署および統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を受けないものとしま
す。また、当組合の役職員に対し、本方針および本方針を踏まえた内部規則等に関する研修を実施し、利益相反管
理についての周知徹底に努めます。
２　利益相反管理統括者は、本方針に沿って、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理を実施すると
ともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。
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７．利益相反管理体制の検証等
当組合は、本方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証し、必要に応じて
見直しを行ないます。

合併２年目の当組合は「浜の漁業者と一体となって」をスローガンに、４月スタート時から３１支所、旧漁連、旧
信漁連を連結し、１年間事業推進を行った実質的な合併初年度でした。しかしながら本年度は当組合と組合員にと
り大きな試練の年でした。年初来、急騰を続けていた原油市況が７月には１４７ドルを記録、漁業生産が不可能な燃油
価格が形成され、漁業危機が現実なものとなり、その対応に追われた一年でした。
また、米国発の金融危機が世界同時株安や、ドル安に飛び火、戦後最悪の世界経済後退の危機に直面したのを受

け、我が国でも、原油高、原料高、輸出の減少、株価急落、企業業績の悪化等、経済環境は一層厳しい状況に置か
れました。
一方、我が国の水産業を取り巻く状況も大きく変化しております。とりわけ水産物の流通において、消費者の消

費形態は「低価格志向」や｢簡便化志向｣の高まり、量販店が小売業の中心となり価格に影響を及ぼしていること、
更に｢食の安全・安心｣に対する認識が深まったこと等があり、当組合でもこうした社会構造、消費構造の変化に柔
軟に対応することが求められた年でした。
また、懸案でした４漁協との合併促進につきましては、雄勝町雄勝湾漁協と矢本漁協との合併協議が成立し、年

度末を控えた２１年３月３０日に宮城県知事より合併認可書の交付を受け、４月１日に３３支所による宮城県漁協がス
タートすることとなりました。
また、当組合の運営に関し、浜の声を直接組合運営に反映させるため、各種部会を開催しておりますが、本年度

は本所部会を年間２８回開催致しました。
また、「海と共に」を６回発行し本所・総合支所・支所・組合員との情報の共有と連携強化を図ることに努めてま

いりました。
更に、最近の他の系統組織内で多発している不祥事の発生を重く受け止め、その未然防止を図る観点から抜打ち

的な内部監査、監事監査を行うとともに全漁連監査、県常例検査及び官房検査の指摘事項を真摯に受け止め、組合
組織の点検と改革を行うとともに法令等を遵守する職場風土の構築を目指しコンプライアンス委員会の設置など、
役員が先頭に立ったコンプライアンスプログラムに基づく実践に取り組んでまいりました。
こうした状況の中で当組合は、多額の累積欠損金の解消と安定した組合経営の基盤作りを目指し事業運営を推進

してまいりましたが、組合員の生活に直結する経済事業の中で特にかき、ほたて、あわび等の貝類品目がノロウイ
ルスの風評被害の後遺症や出荷時期の遅れと経済不況による単価安及び、年度前半の石油価格の高騰によって省エ
ネ、買控えが浸透する中、購買事業の収益性の悪化の影響がありましたが、組合員の皆様のご協力により事業総取
扱高は４５２億１千万円（計画対比１０２．２３%、前年度対比１１９．８８%）の取扱実績となりました。
また、当組合の財務状況につきましては、累積欠損金が昨年より５１３，７８８千円減少したことと不良債権の処理に取

り組んだことにより、自己資本比率１２．８４%（前年度１２．８６%）、リスク管理債権比率は１７．７%（前年度１８．９%）となっ
ております。
この結果、収支面では事業利益が１７，５６６千円（前年対比６５，０６４千円増）、また、経常利益は１２１，２２０千円と黒字を

計上することが出来ました。
更に、一般貸倒引当金の貸倒実績率の算定期間から平成１７年度の毀損年度が期間対象外となったことで戻入増と

なり、当期剰余金４４６，７６７千円（前年対比４４０，９１４千円増）と大幅な黒字決算となりました。
これも偏に、関係者並びに組合員の皆様のご協力の賜物であり心から感謝申し上げますとともに、今後とも組合

系統事業に格別のご協力を賜りますようお願い申し上げます。

主な事業活動と成果については下記のとおりです。
①　信用事業

平成１９年１０月１日に宮城県信用漁業協同組合連合会を包括承継し、信用事業を開始いたしまして２年目が経
過いたしました。
貯金につきましては、キャンペーン定期等の推進により前年度対比２７億円（５．４%）増加し、年度末残高で

事業の概況
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５３２億円と目標額５３６億円を下回ったものの５３０億円台を確保することができました。
貸出金につきましても、漁業近代化資金等の償還はあったものの、前年度対比９，３００万円（０．７%）増加し、

年度末残高で１３８億円と目標額１３２億円を上回りました。
今後とも、貯金・貸出業務・公共料金の振替決済業務等、ＪＦみやぎ本支所窓口をご利用いただきますよう

お願い申し上げます。

②　共済事業
「JF共済新３ヵ年計画」の初年度として、事業推進にあたって参りました。
漁業を取り巻く環境が厳しい中、「チョコー」が３支所、「くらし」は１６支所が計画を達成いたしましたが、

全体の計画達成率は「チョコー」が４９．１%、「くらし」が９２．８%の結果となりました。

③　購買事業
米国原油先物市況は平成２０年７月まで続騰し、燃料全油種、ナフサ主原料石油化学製品、ダンボール類全て

が値上げとなりましたが、新規仕入先を参入させ価格競争を実施し、コスト低減と安定供給に努めるとともに、
JFみやぎ掲示板へ全漁連石油情勢を掲載し情報共有しました。また、燃油高騰対策の一環として、宮城県漁協
独自の燃油価格特別対策を平成１９年度に引き続き実施いたしました。
購買事業全体の実績につきましては、計画対比１０３．２%、取扱実績１０１億７千万円の実績となりました。

④　販売事業
　a）　浅海品

共販事業に係る諸事項について、各関係本所部会と本所部会の役割を担った総合支所合同部会を開催し事
業推進に努めました。
その結果、海苔・わかめ生産については、養殖環境、需要にも恵まれ安定した生産となりましたが、かき・

あわび等の生産については急激な景気の悪化による消費の冷え込みの影響をもろにうけ価格が低迷し厳しい
状況が続きました。
共販事業全体の実績につきましては、２６２億７千万円の計画に対し、２６５億５千万円（計画対比１０１．１%）の

実績となりました。
b）　冷凍加工品

凍魚を中心に前半の魚価高にはじまり、後半は魚価安と１８０度状況が変わり、日本経済の悪化とともに全体
的に扱いが減少したなか、原料部門（計画比１１４%）と加工部門（計画比１３７%）でのすり身バブルによる取
扱増（計画比１３７%）により全体をカバーし、計画対比１０５．８%、取扱実績５５億７千万円の実績となりました。

⑤　指導事業
国等へ漁業用燃油高騰緊急対策の実現を働きかけ、支援事業の円滑な推進に努めました。また、定置・区画

漁業権の一斉更新に当り管理漁場の調整と更新手続きの周知・円滑な申請事務の推進を図るとともに、新たな
組合員資格審査規程による審査について整備に努めました。更に、合併未参加４ＪＦのうち雄勝町雄勝湾漁
協、矢本漁協の合併参加が図られました。その他、沿岸小型漁船漁業の操業調整・秩序維持等への取組、資源
管理等の推進、密漁防止対策、漁船海難防止・遭難救助活動、積立プラスへの加入・漁家へのパソコン簿記導
入、女性部・青年部活動推進、漁業共済・漁船保険への加入促進などに取組むとともに、「海と共に」の発行等
組合員への情報提供に努めました。

組合員はもちろん、地域の皆様方からの貯金をお預りしております。目的・期間・金額にあわせてご利用頂いて
おります。

貯金業務

金融商品・サービスのご案内



１１業務のご案内

貯金商品

貸出業務

１冊の通帳で、普通貯金と定期貯金のご利用ができ、「貯める」「支払う」「借りる」の機能
を備えた口座です。普通貯金からのお支払金額が残高を超える場合は、お預入定期貯金の
９０％（最高２００万円まで）自動融資いたします。

総 合 口 座

当
　
　
座
　
　
性

普通貯金の便利さと金額階層別に応じた金利を兼ね備えた個人用の貯金です。貯 蓄 貯 金

小切手や手形をご利用いただく場合に便利な貯金です。当 座 貯 金

余裕金を短期間だけ預けられ、普通貯金よりも高い金利で運用することができ、引出しは
預入後最低７日間据え置き、引き出しの２日前に通知していただく貯金です。通 知 貯 金

出し入れ自由で、暮らしのお財布替わりにご利用いただける貯金です。普 通 貯 金

お預入は１円から手軽に始められる定期貯金です。お預入機間は１ヵ月、３ヵ月、６ヵ月、
１年などから選べる定型方式と、満期日を指定できる期日指定方式があります。

ス ー パ ー
定 期 貯 金

定
　
　
期
　
　
性

１，０００万円以上のまとまったお金の運用に有利な高利回りの定期貯金です。大 口 定 期 貯 金

お預入から１年間以上の据置きのあと、いつでも満期日を指定できる定期貯金です。お利
息は１年ごとの複利計算方式で、長くお預入するほど有利な定期貯金です。

期 日 指 定
定 期 貯 金

お預入から６ヵ月ごとに金利が変動する貯金です。変動金利型定期貯金

組合員を対象に不慮の災害や老後に備えた積立型の貯金です。〈Ⅰ型・Ⅱ型〉積 立 定 期 貯 金

毎月一定額を継続的に積立てる定額型と、最初に受取を定め、毎回の積立額と積立期間を
決める目標型が選べます。定 期 積 立

商品の概要貸出限度額期　間資金使途

養殖漁業の経営に必要な運転資金を融資して
います。２，０００万円以内２年以内浅 海 養 殖 事 業

運 転 資 金

漁船漁業の経営に必要な運転資金を融資して
います。事業費の範囲内１年以内漁 船 漁 業 経 営

運 転 資 金

水産加工業の経営に必要な運転資金を融資し
ています。事業費の範囲内１年以内水 産 加 工 業

運 転 資 金

漁船漁業の振興と経営安定化を図るため、漁船
出漁の際に必要な仕込み等の資金を融資する
制度資金です。

事業費の範囲内１年以内漁 業 経 営 安 定 資 金

国際漁業規制等に伴う加工原料の不足に対処
するため、水産加工業者が加工用原魚を購入す
るために必要な資金を融資する制度資金です。

事業費の範囲内１年以内水 産 加 工 原 魚
購 入 資 金

漁業経営に必要な運転資金を融資しています。５００万円以内２年以内マリンスポット・ローン

事業又は生活に必要な資金を融資しています。事業費の範囲内２年以内そ の 他 の 運 転 資 金

組合員への貸出をはじめ、地域の皆様の暮らしに必要な資金を貸し出ししています。

貸出金の種類

手形貸付金



１２ 業務のご案内

商品の概要貸出限度額期　間資金使途

漁業者等の資本装備の高度化及び経営の近代
化を促進するための制度資金です。事業費の８０%以内２０年以内漁 業 近 代 化 資 金

漁業近代化資金等に関連する設備資金を融資
しています事業費の８０%以内２０年以内近 代 化 関 連 資 金

事業に必要な設備資金又は長期運転資金を融
資しています。１，５００万円以内５年以内事 業 者 ロ ー ン

事業に必要な資金又は生活資金を融資してい
ます。２９９万円以内５年以内漁 協 フ リ ー ロ ー ン

住宅の新築、中古・分譲・マンション等の購入、
土地の購入、リフォーム、他金融機関からの借
換資金を融資しています。

５，０００万円以内３５年以内住 宅 ロ ー ン

生活に必要な資金を融資しています。３００万円以内５年１ヵ月ジャックス保証型ローン

事業又は生活に必要な資金を融資しています。事業費の８０%以内２０年以内そ の 他 の 設 備 資 金

商品の概要貸出限度額期　間資金使途

社会的・経済的な環境の変化等で売上が減少
し、資金繰りに支障を来たしている場合に、資
材費、労務費といった運転資金を融資する公庫
資金です。

３００万円以内１０年以内セーフティネット資金

入学金、授業料、入在学のための敷金・家賃、通
学費用等の教育資金を融資する公庫資金です。３００万円以内１５年以内教 育 ロ ー ン

漁船の建造・取得資金を融資する公庫資金で
す。事業費の８０%以内１２年以内漁 船 資 金

証書貸付金

日本政策金融公庫の受託業務

農林漁業セーフティネット資金

　宮城県内の沿岸漁業者等の経営維持・安定を支援　

当組合と日本政策金融公庫は、平成２０年の燃油高騰に伴う経営費増加、景気減速に伴う漁獲物の販売不振及び価
格低迷等により、今後の漁業経営維持に支障をきたすおそれのある県内の沿岸漁業者等に対する経営支援として、
農林漁業セーフティネット資金の融資相談を受付しております。
農林漁業セーフティネット資金は、日本政策金融公庫が、不慮の災害、経営環境の変化等により、漁業経営の維

持安定が困難な漁業者に対し、経営の維持安定に必要な資金として創設した資金であり、当組合と協調して融資対
応しているものです。
当組合と日本政策金融公庫は、本資金の活用により、県内の沿岸漁業者の経営維持安定への取り組みを積極的に

支援しています。

共済事業は、組合員・組合員のご家族様並びに地域の皆様の暮らしを守ることを最大の目的に掲げ、生命・建
物（構築物）・自動車共済など割安な掛金で大きな保障、幅広い保障をご提供しております。

共済事業



１３業務のご案内

商品内容の紹介商品名種　　類

貯蓄をしながら建物や家財などを火災や自然災害から守る総合的な
補償で、満期時には満期共済金をお受取いただけます。く ら し生 活 総 合 共 済

建物や家財などを火災などから守る掛け捨て型の補償。1年更新の短
期共済ですので、お手頃な共済掛金で大切な財産を補償します。カ サ イ火 災 共 済

漁船乗組員、漁業従事者などの事故による万一の場合等を保障する
短期型の共済です。ノ リ コ ー乗 組 員 厚 生 共 済

取扱共済商品

短期共済

商品内容の紹介商品名種　　類

万一の場合を一生涯保障する共済です。医療共済や特約を付加し、
入・通院のほか、長生きへの祝金等をお受取いただけます。大 海 原終 身 共 済

健康に不安のある方や高齢の方向けの共済で、一生涯の死亡保障で
老後のもしもに備えられます。マ イ プ ラ ン ＋特 別 終 身 共 済

一定期間中の万一に場合を保障し、満期時には満期共済金をお受取
いただける、保障と貯蓄を兼ね備えた共済です。大 漁 旗定 期 満 期 共 済

万一の保障のほか、ご加入後３年ごとに中途給付金をお受取いただ
けますので、ご旅行や趣味の資金としてご利用いただけます。ぽ け っ と中 途 給 付 共 済

健康に不安のある方や高齢の方向けの共済で、７０歳または８０歳を満
期とします。満期時には満期共済金をお受取いただけます。マ イ プ ラ ン特 別 養 老 共 済

契約者を親とし、被共済者をお子様とする、お子様の万一の場合の保
障と教育資金造成を兼ね備えた共済です。未 来こ ど も 共 済

商品内容の紹介商品名種　　類

６０歳または６５歳から年金が受け取れ、終身年金コース、確定年金コー
スの計６種類のなかから生活設計に併せてご自由に選択できます。

漁　 業　 者
ね ん き ん

漁 業 者 老 齢
福 祉 共 済

漁業従事者向けの国民年金に上乗せする公的年金制度で、６５歳以降
終身にわたり年金が売れ取られます。

な　 ぎ　 さ
年   　 金

漁 業 者 国 民 年 金
基 金 共 済

長期共済

商品の詳しい内容については、組合本所・総合支所・各支所・出張所の窓口へお問合せください。



１４ 業務のご案内

２．代金取立手数料

４．ＡＴМ利用手数料

左記以外同 一 手 形
交 換 所区　分

至　急普　通
４２０円４２０円無　料系 統 宛
８４０円６３０円４２０円他 行 宛

手数料区　分
６３０円振 込 ・ 送 金 の 組 戻
６３０円不 渡 手 形 返 却
６３０円取 立 手 形 組 戻

信農連・農協取引
МICS加盟店取引
他 行 取 引

県　　　　外
漁協系統取引組合内取引お取引時　　　　間

―１０５円無料入金
８：４５～１８：００平

　
　
　
日

１０５円１０５円無料出金
――無料為替
―１０５円無料入金

１８：００～２１：００ ２１０円２１０円１０５円出金
――１０５円為替
――無料入金

９：００～１４：００土
　
曜
　
日

１０５円１０５円無料出金
――無料為替
――無料入金

１４：００～１７：００ ２１０円２１０円１０５円出金
――１０５円為替
――無料入金

９：００～１７：００
日
祝
日

２１０円２１０円１０５円出金
――１０５円為替

振　　　込
送　金金　　額区　分

文書扱JFマリンバンク扱ATM扱窓口扱
２１０円１０５円１０５円２１０円４２０円３ 万 円 未 満

系 統 宛
４２０円３１５円３１５円４２０円４２０円３ 万 円 以 上
４２０円４２０円４２０円５２５円６３０円３ 万 円 未 満

他 行 宛
６３０円６３０円６３０円７３５円６３０円３ 万 円 以 上

３．その他の手数料

各種手数料一覧
　※　各種手数料には消費税（５％）が含まれています。

１．内国為替の取扱手数料（１件につき）



１５業務のご案内

ＡＴМ設置場所

営　業　時　間連絡先店舗所　在　地設置場所

平　日／８：００～２１：００
土休日／９：００～１７：００

資金課
０２２５－２１－５７１３石巻市開成１ - ２７本　　　所

平　日／８：４５～１９：００
土休日／９：００～１７：００

信用共済課
０２２６－２２－６００６気仙沼市港町５０３ - ６気　仙　沼

総 合 支 所

平　日／８：４５～１９：００
土休日／９：００～１７：００

信用共済課
０２２－３６１－９２１０塩釜市新浜町３丁目６ - ２７塩　　　釜

総 合 支 所

平　日／８：００～２１：００
土休日／９：００～１７：００

本所；資金課
０２２５－２１－５７１３石巻市塩富町１丁目１ - ３石巻湾支所

平　日／８：４５～１９：００
土休日／９：００～１７：００

信用共済課
０２２－３４９－６２２２宮城郡七ヶ浜町菖蒲田浜字宅地１１７ - １七ヶ浜支所

（菖蒲田）

平　日／８：４５～１９：００
土休日／９：００～１７：００

信用共済課
０２２－３４９－６２２２宮城郡七ヶ浜町代ヶ崎浜字西２１ - ７２七ヶ浜支所

（代ヶ崎）

平　日／８：４５～１９：００
土休日／９：００～１７：００

信用共済課
０２２－３４９－６２２２宮城郡七ヶ浜町東宮浜字鶴ヶ湊９０七ヶ浜支所

（東宮浜）

５．その他の各種手数料

＊　当座貯金手数料
　　→　小切手帳交付手数料　　　　　　　　　　　　　　１冊につき　　１，０５０円
　　→　手形帳交付手数料　　　　　　　　　　　　　　　１冊につき　　１，０５０円

＊　再発行手数料
　　→　通帳・証書の再発行（１冊または１葉）　　　　　　　　　　　　　１，０５０円
　　→　キャッシュ・カードの再発行　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５０円
　　注）　上記は、お客様の明らかな責による紛失。毀損等の場合に申し受けます。

＊　各種残高証明書及び履歴証明関係手数料
　　→　残高証明書
　　　　定期・定型様式　　　　　　　　　　　　　　　　１通につき　　　４２０円
　　　　随時発行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通につき　　　６３０円
　　　　漁協所定様式以外のもの　　　　　　　　　　　　１通につき　　２，１００円
　　　　取引履歴証明書（未記帳取引を含む）　　　　　　　１通につき　　２，１００円
　　　　　注1)　取引履歴・未記帳取引は１ヵ月分を１通とします。
　　　　　注2)　住宅取得減税・公共団体への残高証明書は除きます。

＊　その他セブン銀行並びに提携ＡＴМがご利用になれます。

貯金・貸出業務関係

＊　両替等
手数料区　分
無　料１　～　５０枚　まで
２１０円５１　～　５００枚　まで
３１５円５０１　～　１，０００枚　まで
４２０円１，００１　～　１，５００枚　まで
６３０円１，５０１　～　２，０００枚　まで

以降、１～５００枚加算ごとに３１５円を加算します。

窓口業務関係





１７業務のご案内

資　　料　　編



１８ 業務のご案内

平成２０年度平成１９年度資　 　 格　 　 別
７，３６９人７，６３１人正 組 合 員
３，０５０人３，１７４人准 組 合 員
１０，４１９人１０，８０５人合　 　 計

備　　　考就任年月日氏　　名常勤・非常勤の別役　職　名
表浜支所運営委員会委員平成１９年４月１日木村　　稔常　勤会長

経
　
営
　
管
　
理
　
委
　
員

七ヶ浜支所運営委員会副委員長平成１９年４月１日齋藤　吉勝非常勤副会長
宮戸支所運営委員会委員長平成１９年４月１日尾形　健夫非常勤委員
塩釜市浦戸支所運営委員会委員長平成１９年４月１日千葉　眞澄非常勤〃
亘理支所運営委員会委員長平成１９年４月１日菊地　伸悦非常勤〃
志津川支所運営委員会委員長平成１９年４月１日佐々木憲雄非常勤〃
石巻湾支所運営委員会委員長平成１９年４月１日丹野　一雄非常勤〃
気仙沼地区支所運営委員会委員平成２０年６月２７日齋藤　孝正非常勤〃
女川町支所運営委員会委員長平成１９年４月１日阿部　彰喜非常勤〃
唐桑支所運営委員会副委員長平成１９年４月１日畠山　政則非常勤〃
歌津支所運営委員会委員長平成１９年４月１日高橋　兼次非常勤〃
雄勝町東部支所運営委員会副委員長平成２０年６月２７日大和　久男非常勤〃
員外平成１９年４月１日阿部力太郎常　勤代表理事理事長

理
　
　
　
事

員外平成１９年４月１日船渡　隆平常　勤専務理事
員外（指導事業担当）平成１９年４月１日平塚　捷幸常　勤理事
員外（総務担当）平成１９年４月１日鶴見　哲郎常　勤理事
員外（信用・共済事業担当）平成１９年４月１日佐藤　徳弥常　勤理事
員外（経済事業担当）平成１９年４月１日芳賀　長恒常　勤理事
石巻地区支所運営委員会委員長平成１９年４月１日伏見　眞司非常勤代表監事

監
　
事

大谷本吉支所運営委員会委員長平成１９年４月１日鳳京　仁一非常勤監事
七ヶ浜支所平成１９年４月１日鈴木　利雄非常勤〃
員外平成２０年６月２７日長山　秀峰常　勤常勤監事

（平成２１年３月末）

組合員数

組合の組織

役　　員



１９業務のご案内
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組織機構図



２０ 業務のご案内

ＦＡＸ番号電話番号住　　所〒番号店舗名称
０２２６-２４-４０７１０２２６-２２-０７１０気仙沼市港町５０３-６９８８-００２１気仙沼総合支所
０２２６-２４-４０１００２２６-２２-６００６信 用 共 済 課
０２２６-３２-３４９２０２２６-３２-３１８０気仙沼市唐桑町字馬場１７６-１９８８-０５３５唐 桑 支 所
０２２６-２７-２８４６０２２６-２７-３０３０気仙沼市長磯船原３２９８８-０２２２気仙沼地区支所
０２２６-２８-２１７１０２２６-２８-２００２気仙沼市田尻２１０９８８-０６１１大 島 出 張 所
０２２６-２２-１６４１０２２６-２２-０２５８気仙沼市魚浜町１１-２９８０-００００鹿 折 出 張 所
０２２６-２２-１３０４０２２６-２２-１３０３気仙沼市松崎片浜１０６-１５９９８８-０１１３松 岩 出 張 所
０２２６-４４-２２２４０２２６-４４-２２２１本吉郡本吉町三島１４-３９８８-０２７３大 谷 本 吉 支 所
０２２６-４２-２１１３０２２６-４２-２１１２本吉郡本吉町今朝磯３５-１９８８-０３２３本 吉 出 張 所
０２２６-３６-２３４４０２２６-３６-２００２本吉郡南三陸町歌津字菅の浜１９４９８８-０４５１歌 津 支 所
０２２６-３６-２３３８０２２６-３６-２０２８本吉郡南三陸町歌津字名足８１-２９８８-０４３１名 足 出 張 所
０２２６-４６-６６７２０２２６-４６-２８００本吉郡南三陸町志津川字本浜町１１５９８６-０７４２志 津 川 支 所

０２２６-４６-２６６２冷 凍
０２２６-４６-９１０２０２２６-４６-９２１１本吉郡南三陸町戸倉字戸倉３９８６-０７８１戸 倉 出 張 所

戸 倉 S S
０２２５-２１-５６４４０２２５-２１-５７１４石巻市開成１番２７９８６-００３２石 巻 総 合 支 所
０２２５-６６-２０１２０２２５-６６-２０１１石巻市北上町十三浜字相川３０-１９８６-０２０１北上町十三浜支所
０２２５-５７-３４７７０２２５-５７-２２１１石巻市雄勝町大字雄勝字上雄勝９８６-１３３６雄勝町雄勝湾支所
０２２５-５８-２８２１０２２５-５８-２１２１石巻市雄勝町船越字清水３１１９８６-１３０１雄勝町東部支所
０２２５-５３-２１９９０２２５-５３-２１８８牡鹿郡女川町女川浜字大原５１０９８６-２２６１女 川 町 支 所

０２２５-５５-２１１１牡鹿郡女川町出島字出島１３０９８６-２２１１出 島 出 張 所
０２２５-４９-２１７２０２２５-４９-２２１１石巻市長渡浜長渡７２９８６-２５２５網 地 島 支 所
０２２５-４８-２０７００２２５-４８-２０６５石巻市谷川浜中井道１３-４９８６-２４０２谷 川 支 所
０２２５-４８-２１６２０２２５-４８-２１７５石巻市泊浜泊２５-１９８６-２４０１泊 浜 支 所
０２２５-４８-２２６５０２２５-４８-２２６５石巻市鮫浦浜畑２７-１９８６-２４０３鮫 浦 支 所
０２２５-４８-２２３５０２２５-４８-２２３５石巻市前網浜前網６９８６-２４０４前 網 支 所
０２２５-４８-２１３２０２２５-４８-２２５１石巻市寄磯浜前浜２８-４９８６-２４０４寄 磯 支 所
０２２５-４６-２７５３０２２５-４６-２１３６石巻市小渕浜西出当１２-１０９８６-２４１５表 浜 支 所
０２２５-９７-３８０２０２２５-２４-０３９１石巻市渡波字佐須９８-２９８６-２１３５石 巻 地 区 支 所

０２２５-９０-２２１１石巻市荻浜字横浜山４４９８６-２３４１荻 浜 出 張 所
０２２５-９０-２１２２０２２５-９０-２１２１石巻市月浦時月浦無番地９８６-２３５３月 浦 出 張 所
０２２５-９７-４５３６０２２５-９７-３７１１石巻市小竹浜字小竹４７９８６-２１１６小竹浜出張所

０２２５-９８-２１１１石巻市田代浜字仁斗田無番地９８６-００２３田代浜出張所
０２２５-２４-０２２７０２２５-２４-０７３０石巻市沢田字沢田２７-１９８６-２１０２沢 田 出 張 所
０２２５-９０-２１６００２２５-９０-２２２１石巻市桃浦字上ノ山６６-９２９８６-２３５３桃 浦 出 張 所
０２２５-９０-２２６３０２２５-９０-２１３１石巻市狐崎浜字狐崎屋敷２５-２９８６-２３４５石巻市東部支所
０２２５-２４-２１１４０２２５-２４-２１１１石巻市塩富町一丁目１-３９８６-２１１４石 巻 湾 支 所
０２２５-６５-２３７３０２２５-６４-２３２１石巻市長面字平六１-３９８６-０１１２河 北 町 支 所
０２２-３６１-０４６６０２２-３６３-１２４１塩釜市新浜町三丁目６-２７９８５-０００１塩 釜 総 合 支 所
０２２-３６１-９２０１０２２-３６１-９２１０塩釜市新浜町二丁目９-３２９８５-０００１（信用共済店舗）
０２２５-８２-３０２２０２２５-８２-２００６東松島市大曲字沼尻１４-２９８１-０５０２矢 本 支 所
０２２５-８８-３２７２０２２５-８８-３１３３東松島市大塚字東名１-１９８１-０４１４鳴 瀬 支 所
０２２５-８８-３７４４０２２５-８８-２１１２東松島市宮戸字前田５７-１９８１-０４１２宮 戸 支 所
０２２５-８８-３５４５０２２５-８８-３３１１東松島市宮戸字里８１-１１９８１-０４１２宮 戸 西 部 支 所
０２２-３６９-２１２２０２２-３６９-２１１１塩釜市浦戸寒風沢字湊１３６-１９８５-０１９４塩釜市浦戸東部支所
０２２-３６９-２２１３０２２-３６９-２２１１塩釜市浦戸桂島字庵寺３０９８５-０１９２塩釜市浦戸支所
０２２-３６５-８０１１０２２-３６５-０１８１塩釜市北浜一丁目１-１２９８５-０００３塩釜市第一支所
０２２-３５４-２５７００２２-３５４-２５１１宮城郡松島町高城字浜３８-５９８１-０２１５松 島 支 所
０２２-３４９-６２２００２２-３４９-６２２２宮城郡七ヶ浜町花淵浜字上の山１１７-１９８５-０８０３七 ヶ 浜 支 所
０２２-２８８-６１５１０２２-２８８-５８８６仙台市若林区荒浜字中丁３６-６３９８４-００３３仙 台 支 所
０２２-３８５-０１４８０２２-３８５-０７１１名取市閖上四丁目１４-９９８１-１２３１閖 上 支 所
０２２３-３５-２１１２０２２３-３５-２１１１亘理郡亘理町荒浜字築港通り２５９８９-２３１１亘 理 支 所
０２２３-３８-１５７４０２２３-３８-０３１７亘理郡山元町坂元字浜２-８９８９-２１１１山 元 支 所
０２２５-２１-５６４００２２５-２１-５７１１石巻市開成１番２７９８６-００３２本 所

店舗一覧



２１業務のご案内

株式会社 女川魚市場株式会社 宮城県水産会館会社名

代表取締役社長　木村　稔代表取締役社長　菊地伸悦代表者名

平成１８年３月１日昭和４７年１１月６日設立年月日

1　委託水産物の受入並びに卸売
業務

2　水産物の蓄養、販売
3　水産加工品の販売
4　前各号に附帯する一切の業務

1　事務所賃貸

事業内容

牡鹿郡女川町宮ヶ崎字宮ヶ崎８７番地石巻市開成１番２７所在地

女川町地方卸売市場内宮城県水産会館
平成２０年３月竣工施設の概要

３０，０００，０００円
（６００株）

２１１，３８８，０００円
（４２２,７７６株）

資本金総額
（総株主等の議決権数）

１８，０００，０００円
（３６０株）

２０５，０８８，０００円
（４１０，１７６株）

うち組合出資額
（組合が保有する議決権数）

７人７人役員数

３人４人うち組合役員との兼務者数

０人０人うち組合職員との兼務者数
（出向者を含む）

１６人１人社員数

０人１人うち組合出向職員
（兼務者を含む）

         ９３２，５７９千円３０７，０００千円組合に対する債務額

         ２，４８１千円０千円買　掛　金
９３０，０００千円３０７，０００千円借　入　金

９８千円０千円そ　の　他

         ２，０９５千円０千円組合に対する債権額

         ２，０９５千円０千円売　掛　金

組合との取引状況

         ７７，４０１千円３２，２８０千円組合との取引による収益総額
         ５，４１４千円３，７５０千円組合との取引による費用総額

関連会社



２２ 業務のご案内

注　平成１９年度の数値は，県漁連（Ｈ１９．９．２８）、信漁連（H１９．１０．１）の包括承継後の実績となっております。

単位：千円

２０年度１９年度種　類
（０．４４%）１２９，４４０（０．３９%）１０３，３０８当 座 貯 金

要
求
払
貯
金

（９３．６０%）２７，４５９，６３９（９７．９７%）２６，２８７，５５９普 通 貯 金
（０．００%）８８（０．００%）８８納 税 準 備 金
（０．１６%）４５，６０５（０．１９%）５１，９９５貯 蓄 貯 金
（５．８０%）１，７０３，０３７（１．４５%）３９０，１２２別 段 貯 金
（１００．００%）２９，３３７，８０９（１００．００%）２６，８３３，０７２当 座 性 貯 金
（９５．６９%）２２，９０５，８９０（９５．４０%）２２，５９３，７４０定 期 貯 金定

期
性
貯
金

（２．１６%）５１７，０３９（２．２９%）５４１，９４７積 立 定 期 貯 金
（２．１５%）５１４，６５５（２．３１%）５４７，４６５定 期 積 金
（１００．００%）２３，４２２，９２９（１００．００%）２３，１３５，６８７定 期 性 貯 金
（１００．００%）５３，２７５，３９３（１００．００%）５０，５１６，２２４合　　計
（７０．７３%）３７，６７９，２１３（７３．５６%）３７，１６１，２８９組　合　員預

り
先
別
明
細

（０．７７%）４１１，５００（０．８１%）４１０，１７５地方公共団体員
外 （２８．５０%）１５，１８４，６８０（２５．６３%）１２，９４４，７６０そ の 他

（１００．００%）５３，２７５，３９３（１００．００%）５０，５１６，２２４合　　　計

1　貯金業務　種類別・貯金者別貯金残高
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増減２０年度１９年度種　類
４９２，９５７（３６．７９%）５，１０１，９５６（３３．４６%）４，６０８，９９９手 形 貸 付 金短

　
期

１０，３４６（０．４０%）５５，８１４（０．３３%）４５，４６８当 座 貸 越
５０３，３０３（３７．１９%）５，１５７，７７０（３３．７９%）４，６５４，４６７計

△１，２７６，３６８（５６．５６%）７，８４４，１９０（６６．２１%）９，１２０，５５８証 書 貸 付 金

長
　
　
　
期

△４８８，６５４（１９．８８%）２，７５７，５０６（２３．５７%）３，２４６，１６０漁 業 近 代 化 資 金う
ち
制
度
資
金
貸
付

△３９，２３４（０．００%）０（０．２８%）３９，２３４漁業経営維持安定資金
△４５，７０１（１．７８%）２４７，４９４（２．１３%）２９３，１９５水産金融円滑化資金
△１０，０００（０．６５%）９０，０００（０．７３%）１００，０００漁業経営高度化促進支援資金
△１０７，４５０（３．５０%）４８５，５００（４．３０%）５９２，９５０低気圧災害対策資金
△６９１，０３９（２５．８２%）３，５８０，５００（３１．０１%）４，２７１，５３９計
８６７，０００（６．２５%）８６７，０００（０．００%）０金 融 機 関 貸 付
９３，９３４（１００．００%）１３，８６８，９６０（１００．００%）１３，７７５，０２６合　　計
△３３，６１２（４．２９%）２６５，８１３（６．１８%）２９９，４２５地 方 公 共 団 体う

ち
員
外
貸
付

８６７，０００（１３．９８%）８６７，０００（０．００%）０金 融 機 関
５２１，１７１（８１．７３%）５，０６８，８１７（９３．８２%）４，５４７，６４６そ の 他

１，３５４，５５９（１００．００%）６，２０１，６３０（１００．００%）４，８４７，０７１計

1　貸出業務
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２３業務のご案内

単位：千円2　為替業務

２０年度１９年度
種　類

被仕向仕　向被仕向仕　向
（４１，５７４）（４６，６８８）（４６，６０４）（５１，０６７）（件数）

送 金 ・ 振 込

種
　
　
類

９５，２１４，９１７　９４，１１７，９０１　９９，７７２，９１７　９８，３８０，２４３　金額
（１３８）（３８）（２１２）（３２）（件数）

代 金 取 立
７６５，８９３　３４，４１０　１，１４１，０２７　３３，０１２　金額
（４１，７１２）（４６，７２６）（４６，８１６）（５１，０９９）（件数）

合　 計
９５，９８０，８１０　９４，１５２，３１１　１００，９１３，９４４　９８，４１３，２５５　金額

単位：千円3　その他の業務

２０年度１９年度
区　分 組合員以外組合員組合員以外組合員

金額件数金額件数金額件数金額件数

７，６４７３２５４，６７５２２１４，３８３１１３８，１０２４２金融機関等の業務の代理に
付随して行う保証

単位：百万円長期共済保有高

２０年度１９年度
種　　類

共済金額件数共済金額件数
８５，６６３１１，７２９９１，２８６１２，５００普 通 厚 生 共 済
３８，９２３３，３７０３９，５７９３，４３４生 活 総 合 共 済
１２４，５８６１５，０９９１３０，８６５１５，９３４合　 　 　 計

１２０３,１３６１１９１（ 共 水 連 元 受 契 約 ）
漁業者老齢福祉共済

注１）金額は保障金額（漁業者老齢福祉共済は基本年金額）を表示しております。
注２）漁協の共済事業は、漁協、全国共済水産業協同組合連合会の２段階それぞれにて機能分担しており、共済事業が満期

を迎えられたり、万一事故がおきた場合に当組合が負う共済責任につきましては、全国共済水産業協同組合連合会へ
再共済（再保険）に付しております（短期共済についても同様です）。
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単位：百万円短期共済保有高

２０年度１９年度種　　類
２９，５０９２６，８１５乗組員厚生共済
３１，４２２３２，２３８火 災 共 済
６０，９３１５９，０５４合　 　 　 計
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２４ 業務のご案内

単位：百万円経済事業取扱高

２０年度１９年度種　　類
１０，１７０７，６９４購 買
２６，５５１２４，６０６浅 海 養 殖 品
５，５７６２，６２１冷 凍 加 工 品
２，７７４２，６５３魚 市 場
１２３１２８製氷冷凍保管
１６１０加 工 ・ 保 管

４５，２１２３７，７１５取 扱 高 合 計

経済事業取扱高の推移
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購買

３７７億円

４５２億円

経済事業

当　　期
供 給 高

当　　期
供給原価

（A）+（B）－（C）

当 期 末
棚 卸 高
（C）

本年度受入高
期　首
繰越高
（A）

品　　　目 うち系統
利 用 高

受入高
合　計
（B）

４，８７５，００５４，７３１，０６４１２，１１０３，７７７，３４８４，６８７，７２９５５，４４５Ａ 重 油

石
　
油
　
類

漁
　
業
　
用
　
資
　
材

５３２，２１８４８２，４６４１１，６７４７５，８８４４６５，８５０２８，２８８軽 油
４７０，４０２４３７，７４３９，３６６１１８，６３６４３６，５４７１０，５６２ガ ソ リ ン
２６１，７６３２３０，４８１２，７６７５５，３７０２２８，３４６４，９０２灯 油
６５，７６１５５，１６６７，２１３３７，８０３５２，２４２１０，１３７潤 滑 油
１３，２６２１１，６０９２，３３０４０３７，００３６，９３５その他石油類

６，２１８，４１３５，９４８，５２９４５，４６３４，０６５，４４７５，８７７，７２１１１６，２７２（計）
２８７，１１６２６７，３８８１９，８９２２９，９３１２６７，８１７１９，４６３漁 網 綱 類

資
　
材
　
類

１４１，７８５１３４，１９３１，３４６０１３４，５３７１，００２舶 用 機 器 類
２１４，３５７１９９，８０９６，７１２３，７１６１９８，２３８８，２８３一 般 機 器 類
２８，８８５２５，７２９４，８４４７，９０８２５，９３１４，６４１染 塗 料
８３，７３４７３，６１６２７，８５５１６７３，１８５２８，２８６ゴ ム 製 品

１，４８３，０７８１，４４４，９８７９，３３２１，０１８，６３９１，４２４，２１８３０，１００餌 飼 料
７１，９７９６４，３６６３，１５３０６４，２９０３，２３０魚 箱 類
２９４，８７４２３８，３０８２５，５２６１００，９１９２３４，４７０２９，３６３包 装 資 材

１，２７４，６８６１，１８２，４２２３４，２４８２４２，０３５１，１６５，４８５５１，１８５その他漁業資材
３，８８０，４９９３，６３０，８２０１３２，９１１１，４０３，１６７３，５８８，１７５１７５，５５６（計）
７１，４３６５８，６３６５，８８３１，９１７５６，９５３７，５６５生 活 物 資

１０，１７０，３５０９，６３７，９８６１８４，２５８５，４７０，５３２９，５２２，８５０２９９，３９４合　 　 　 　 計
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２５業務のご案内

販売事業

億円

0

50

100

150

200

250

300

350

400

19年度 20年度年度
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単位：数量：ｔ，金額：千円①　受託販売

受入手数料
当期取扱高

品　　目 うち系統利用高取扱高合計
金　　額手数料金　　額数　量金　　額数　量
２６１，３４４２．７０%１０，４１４，２９８４５，１３５１０，４１４，２９８４５，１３５鮮 魚 類生

鮮
魚
貝
藻
類

５０６，８３６５．８５%８，５９７，７４２２３，２９２８，５９７，７４２２３，２９２貝　 類
６０，８３４４．９１%９９２，０２３４，９６６９９２，０２３４，９６６海 藻 類
２９，７８８３．２１%８６７，８３９５，５１２８６７，８３９５，５１２そ の 他
８５８，８０４４．１９%２０，８７１，９０４７８，９０７２０，８７１，９０４７８，９０７（計）
９３，１４３４．０７%２２０，８５５２，２６９２，５９９，２０４１９，２１１冷 凍 品水

産
製
品
・
加
工
品

５６３，４３９６．４９%８，２８９，６１６６２６，７７８千枚
４，２９７８，２８９，６１６６２６，７７８千枚

４，２９７海 藻 類

４１，７２８６．６６%１１，８０７２６９４０，６６９２，５８７そ の 他
６９８，３１１６．１０%８，５２２，２８０６，５９３１１，８２９，４９０２６，０９６（計）
４，９８５３．３３%１５２，７０９２５３１５２，７０９２５３そ の 他

１，５６２，１０１４．７２%２９，５４６，８９５６２６，７７８千枚
８５，７５４３２，８５４，１０５６２６，７７８千枚

１０５，２５７合 計

単位：数量：ｔ，金額：千円②　買取販売

当期販売高当期販売原価
（A）+（B）－（C）当期末棚卸高（C）当期仕入高

（B）
前期繰越高
（A）品　目

金　額手数金　額数量金　額数量金　額数量金　額数量
２９，３５４８９２３，０８４８９１５００２３，２１２８９２２０鮮 魚 類生

鮮
魚
貝
藻
類

９７，９８７１，２３５８０，０５９１，２３５９２７２２７８，０２８１，２３４２，９５９２３貝　 類
１２，１９０３０１０，６４８３０００１０，６４８３０００そ の 他

１３９，５３２１，３５５１１３，７９３１，３５５１，０７７２２１１１，８８９１，３５４２，９８１２３（計）
１，４９０，７４６７，４７８１，４４８，５４４７，４７８５４５，０５１２，８５４１，４１５，６３５８，７３８５７７，９６０１，５９３冷 凍 品水

産
製
品
・
加
工
品

２５，５５１６１７１７，５２９６１７５，８４７１６２１７，７６９６６４５，６０６１１５海 藻 類
３９２，３５６２８３３６１，９３１２８３３４，０６２３８３５９，１３７２６６３６，８５６５６そ の 他

１，９０８，７１２８，３７９１，８２８，００４８，３７９５８４，９６１３，０５６１，７９２，５４２９，６６９６２０，４２３１，７６６（計）
２，０４８，２４５９，７３５１，９４１，７９８９，７３５５８６，０３８３，０７８１，９０４，４３１１１，０２４６２３，４０５１，７８９合 計

単位：数量：ｔ，金額：千円①　氷製造販売

当期供給高当期販売原価
（（A）+（B）－（C））当期末棚卸高（C）当期製造及び受入高

（B）
前期繰越高
（A）区　　分

金額数量金額数量金額数量金額数量金額数量
１８，７６１７８２８，０９０７８２１，３７９２７５５，５３６１，０５６３，９３３２自 家 製 造
１０，３４０２６５１，８７１２６５１７５５０１，６１５２８６４３１２９仕　 入
２９，１０１１，０４７９，９６２１，０４７１，５５４３２６７，１５２１，３４３４，３６５３１合　 計

製氷冷凍事業

（注）製氷日産能力１３．８トン、貯氷能力３８６トン



２６ 業務のご案内

単位：千円②　冷凍冷蔵

冷凍保管料入　出　庫　明　細区　　分 当期末在庫当期出庫当期入庫前期繰越
２，７４５ ５７０c/s ６８３，３３８c/s ６８３，３２８c/s ５８０c/s受 託 製 品

単位：数量：ｔ，金額：千円③　買取冷凍販売

当期販売高当期販売原価
（（A）+（B）－（C））当期末棚卸高（C）当期製造及び受入高

（B）
前期繰越高
（A）区　分

金額数量金額数量金額数量金額数量金額数量
４，３７５４８３，８０２４８４８６６４，２８８５５００さんま
９，７１７１１８８，３２４１１８２，０３３２８９，６５０１３５７０７１１さば
８，００９１５２６，３３３１５２１３０５，８１２１４０５３４１１いわし
１，１５３２１１，０３０２１１１６２９８８１９１５９３小女子
１６，１６３３６１５，９８１３６００１５，９８１３６００たこ
５０，０５９３４２４９，３６１３４２００４９，３６１３４２００秋さけ
１，７１４５２２，１４４５２１７９５１，６２９５２６９４５その他
９１，１９４７７１８６，９７８７７１２，８２９４３８７，７１１７８３２，０９６３１合　計

受入保管料入　出　庫　明　細品　  　目 当期末在庫当期出庫当期入庫前期繰越高
１，１７２１，６８９c/s１，０１０c/s１，８６３c/s８３６c/s乾 の り
１，９４７冷 蔵 品
３，１１９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合  　　 計

単位：千円
受入加工料数　 　　　  量品　　　　  　目
１３，３２９７，９７５c/s乾　の　 り

備　　　　考受入利用料区 　     分
   ６，６０１の り 加 工 場
   ４６６漁 船 巻 揚 施 設
   １，６６４漁 村 セ ン タ ー 等
   ２，３２３作 業 場
   １，０５９赤 外 線 カ メ ラ
   ４，４２５洗 浄 機
   ２４，９１７陸 上 採 苗 施 設
   １，２９４冷 凍 庫
   ３，３８７倉 庫 等
   ３，２７２ク レ ー ン
   １，４８７船 舶
   ２２，２４１係 船 利 用 料
   ７０，９３７各 種 処 理 場 等
   １，６５０船 揚 場 使 用 料
   ８，１７６上 架 料
   １９６遊 漁 船 関 係
   １，４１２駐 車 料
   １，７９６直 売 所
   ２，８６２敷 地 利 用 料
   ６４２そ の 他

   １６０，８１５合      計

（注）冷蔵庫の規模　凍結日産３トン、冷蔵７０トン

加工事業

保管事業
単位：千円

利用事業
単位：千円



２７業務のご案内

単位：千円
漁　　　獲　　　高

規　模漁　業　種　類
金　　　　額数量（トン）

１０１，２７１－－う に （ 殻 付 含 む ）
７７，７４０－－定 置
７，８１５－－な ま こ
２，３０８－－そ の 他

１８９，１３６－合　 　 　 　 計

受入漁場利用料利用者数規　　 模区 　　　　分
２０，４２６２３，７６３ 人２２，２６９ ㎏潮 干 狩 入 漁 料
１３３２ 業者５７ 台漁 業 権 行 使 料（ 若 布 ）
４，５１２２４ 業者１９５ 台漁 業 権 行 使 料
２５，０７２　　　　　　　合 計

漁業自営事業

単位：千円
漁場利用事業

（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）　単位：千円
差引増減決 算 額予 算 額科　　　　目
      △１，６０４      ４９，３０３      ５０，９０７（１）指導事業賦課金

収
　
　
 入

      ０      ０      ０　　（－）賦課金仮受金
      △７１２      ０      ７１２（２）繰入教育情報資金
      ５，５８７      ３２０，２１１      ３１４，６２４（３）受 入 漁 業 料
      １，４３０      ６１，８０７      ６０，３７７（４）指導事業補助金
      １５，４６３      ３２，１４４      １６，６８１（５）指導事業助成金
      ６，９４９      ３０，０７８      ２３，１２９（６）共済保険手数料
      １９，７２８      ９６，７８８      ７７，０５９（７）指導事業雑収入
      ４６，８４３      ５９０，３３４      ５４３，４９０（収　入　合　計）　　
      １，８００      ４０，６１７      ３８，８１７（１）教 育 情 報 費

支
　
　
出

      △２，８４１      １０８，６７９      １１１，５２０（２）繁 殖 保 護 費
      １３，４７７      ８２，４０１      ６８，９２４（３）漁 場 管 理 費
      ４，６６２      ２３，８０７      １９，１４５（４）資 源 管 理 費
      ３，８３１      １９，６２１      １５，７９０（５）営 漁 指 導 費

      △１，００４      ３３１      １，３３５（６）遭 難 救 助 費
      △２２４      ８，１８６      ８，４１０（７）生 活 改 善 費
      △１３０      ２９２      ４２２（８）共 済 保 険 費
      ８，６９９      １４，７４９      ６，０５０（９）指導事業雑支出
      ２８，２７１      ２９８，６８５      ２７０，４１３（支　出　合　計）　　
      １８，５７１      ２９１，６４８      ２７３，０７７差　　引　　額

指導事業



２８ 業務のご案内

単位：千円
負債及び純資産資          産

２０年度１９年度科    目２０年度１９年度科    目

５３，９２６，２４３
５３，２７５，３９３
５００，０００
８８，５２８
６２，３２２

４０６，７９４
３４０，１８９
６６，６０４

０

２，６２３，７４７
２，２６４，８６４
４１，４３０
７０

８，５５０
３０８，８３２

５９８，８７０
１７，７８０
５１２，４４２
６８，６４８

２０９，０５０
１２３，５２１
７９，６４５
５，８８３

５１，１５５，６４６
５０，５１６，２２４
５００，２９０
８６，６４６
５２，４８５

６５１，４２５
２５３，１６２
７０，０３８
３２８，２２４

２，７１４，６６４
２，２６３，７７４
５３，２２０
１１５
９，８９０

３８７，６６４

５７５，４５６
０

５０７，１２０
６８，３３６

１６５，３４５
１１２，８０１
４５，９３９
６，６０４

（　負　債　の　部　）
 １ 信用事業負債
  （１） 貯金
  （２） 借入金
  （３） その他の信用事業負債
  （４） 債務保証

２ 共済事業負債
  （１） 共済資金
  （２） 責任準備金
  （３） 共済借入金

３ 流動負債
  （１） 経済事業未払金
  （２） 経済事業雑負債
  （３） 賦課金仮受金
  （４） 未払法人税等
  （５） その他の流動負債

４ 固定負債
  （１） リース債務
  （２） 受入保証金
  （３） その他固定負債

５ 諸引当金
  （１） 賞与引当金
  （２） 退職給付引当金
  （３） 遭難救助引当金

４９，２４７，８０７
９４５，７３９

３５，７７７，３８３
３４，１７１，２９２
１，６０６，０９０
１３，８６８，９６０
１３９，７２４
６２，３２２

△１，５４６，３２２

６，１１１
６，１１１
０

４，３３９，８０２
７０，０４９

４，００６，３４２
４，３７０

７８４，３７４
２３２，５４４
△７５７，８７８

７，７７６，７８１
３，６７２，７２１
９，１３２，５３５
△６，５８０，０６８
１，１２０，２５５
１１６，７３２

３，７１９，８０３
２，９２６，７９０
５６９，９２５
２２３，０８８
４５，０９７
３７，８９７
１８４，５２８

２，２２０

４６，００５，８３７
９５０，１３２

３３，２２３，４９１
３１，２１９，８３０
２，００３，６６１
１３，７７５，０２６
１５７，５８１
５２，４８５

△２，１５２，８８０

３３５，５８５
７，３６０

３２８，２２４

５，３２６，９３５
３０，２５９

５，０１６，３７３
１，６２０

９４０，４７８
２５３，７６４
△９１５，５６０

６，７７０，０１３
３，７８７，５８７
８，９２７，１０８
△６，２６０，９９０
１，１２１，４６８
１４６，０２１
２，５６１，００３
１，７６７，７４０
５７０，１７５
２２３，０８８
４７，２１７

０
２２８，１８３

４７，５０２

（　資　産　の　部　）
 １ 信用事業資産
  （１） 現金
  （２） 預け金
　　　   系統預け金
　　　   系統外預け金
  （３） 貸出金
  （４） その他の信用事業資産
  （５） 債務保証見返
  （６） 貸倒引当金

２ 共済事業資産
  （１） 未収共済付加収入
  （２） 共済貸付金

３ 流動資産
  （１） 受取手形
  （２） 経済事業未収金
  （３） 経済事業雑資産
  （４） 棚卸資産
  （５） その他の流動資産
  （６） 貸倒引当金

４ 固定資産
  （１） 有形固定資産
　　　   減価償却資産
　　　   　減価償却累計額
　　　   土地
  （２） 無形固定資産
  （３） 外部出資
　　　   系統出資
　　　   系統外出資
　　　   子法人等出資
  （４） 長期特定資産
  （５） 長期前払資産
  （６） その他の固定資産

 ５ 繰延資産

５７，７６４，７０６５５，２６２，５３９負債の部合計

４，２０３，２６５
１１３，６１９
△６７６，７４９
３１８，９３７
△９９５，６８６
１２３，２１０

０
△１，１１８，８９７
（４４６，７６７）
３，６４０，１３５

△３２，１１８
△３２，１１８

４，２７２，１２４
９９，１６２

△１，１１５，８３２
３１８，９３７

△１，４３４，７６９
２２５，５８３
７，６８４

△１，６６８，０３８
（５，８５３）
３，２５５，４５３

△３２，１１９
△３２，１１９

（　純　資　産　の　部　）
 １ 出資金
 ２ 資本準備金
 ３ 利益剰余金
  （１） 利益準備金
  （２） その他利益剰余金
　　　　特別積立金
　　　　特別準備金
　　　　当期未処分剰余金
　　　　（うち、当期利益）
組合員資本合計

１ 土地再評価差額金
評価・換算差額等合計

３，６０８，０１７３，２２３，３３５純資産の部合計
６１，３７２，７２３５８，４８５，８７４負債及び純資産の部合計６１，３７２，７２３５８，４８５，８７４資産の部合計

貸借対照表



２９業務のご案内

単位：千円
２０年度１９年度科　　　　目

３，４２５，４７１

６４１，８８５

１２０，２５２

５３６，５７４

１，５５２，１１５

１３，３１５

７，５９２

２，２０４

１１２，７２６

１３２，８８１

１３，１４６

２９１，６４８

１，１２７

９６７，７９１
７７２，０８６

２９，０３３
１６６，６７０
３２５，９０５
１４０，７２３

１６２，５９７
２２，５８４

１２７，５９９
７，３４７

１０，２４５，５９６
９，７０９，０２１

３，８８４，７７８
２，３３２，６６２

１２３，０４１
１０９，７２６

１３，３２９
５，７３７

３，１１９
９１５

１８８，１７０
７５，４４４

１９０，３３８
５７，４５６

２５，８８４
１２，７３７

５９０，３３４
２９８，６８５

１８，２５５
１７，１２７

（１１９，４８２）
（３８６，５９９）
（２６６，００４）

（１３７，９６０）
（　１，０２２）
（　１，４９９）
（　　２４０）

２，８１９，０７５

３６８，０４１

１２２，７６３

４７４，５４３

１，２６３，２４９

１８，９１５

３，４６４

２，７１２

１１１，８４２

１２８，６３１

１３，６５１

３１０，０５９

１，２００

５２６，９１２
３５９，２５４

１７，０５３
１５０，６０５
１５８，８４１
６６，９４５

８７，５５６
４，３７０

１４７，０３１
２４，２６７

７，７４６，３８３
７，２７１，８４０

２，６２６，５９８
１，３６３，３４８

１２８，４８９
１０９，５７３

７，４３１
３，９６６

３，３４６
６３４

１９１，３２７
７９，４８５

１９１，２３２
６２，６０１

２１，８０７
８，１５６

５９２，１０５
２８２，０４６

１８，６３５
１７，４３４

（  ５１，６３４）
（２１６，１１４）
（  ９１，５０６）

（  ６５，４２８）
（　　４８４）
（　　７５２）
（　　２８１）

１ 事業総利益
  （１） 信用事業収益
　　　　資金運用収益
　　　　　（うち預け金利息）
　　　　　（うち貸出金利息）
　　　　　（うちその他受入利息）
　　　　役務取引等収益
　　　　その他経常収益
  （２） 信用事業直接費
　　　　資金調達費用
　　　　　（うち貯金利息）
　　　　　（うち給付補てん備金繰入）
　　　　　（うち借入金利息）
　　　　　（うちその他支払利息）
　　　　役務取引等利息
　　　　その他事業直接費

信用事業総利益
  （３） 共済事業収益
  （４） 共済事業直接費

共済事業総利益
  （５） 購買事業収益
  （６） 購買事業直接費

購買事業総利益
  （７） 販売事業収益
  （８） 販売事業直接費

 販売事業総利益
  （９） 製氷冷凍事業収益
  （１０） 製氷冷凍事業直接費

    製氷冷凍事業総利益
  （１１） 加工事業収益
  （１２） 加工事業直接費

加工事業総利益
  （１３） 保管事業収益
  （１４） 保管事業直接費

保管事業総利益
  （１５） 利用事業収益
  （１６） 利用事業直接費

利用事業総利益
  （１７） 漁業自営事業収益
  （１８） 漁業自営事業直接費

漁業自営事業総利益
  （１９） 漁場利用事業収益
  （２０） 漁場利用事業直接費

漁場利用事業総利益
  （２１） 指導事業収入
  （２２） 指導事業支出

指導事業収支差額
  （２３） 無線・有線事業収入
  （２４） 無線・有線事業支出

無線・有線事業収支差額

３，４０７，９０５２，８６６，５７４２ 事業管理費
１７，５６６△４７，４９８事業利益
３０８，３４６
２０４，６９１

３，３５０，６４７
３，２８０，８２５

３ 事業外収益
４ 事業外費用

１２１，２２０２２，３２３経常利益
４３１，７５２
９７，６５５

１１，１２２
２４，６９８

５ 特別利益
６ 特別損失

４５５，３１７８，７４７税引前当期利益

８，５５０
－
－

９，８９０
△２，１５９
△４，８３５

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
土地再評価差額金取崩額

４４６，７６７５，８５３当期剰余金
１，５６５，６６４１，６７３，８９１前期繰越損失金
△１，１１８，８９７△１，６６８，０３８当期未処分剰余金

損益計算書
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貸借対照表および損益計算書の注記表

Ⅰ． 継続組合の前提に関する注記
該当なし
 
Ⅱ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法は次の通りです。
　その他有価証券（外部出資含む）の評価は、移動平均法による原価法です。
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の通りです。
１）繰越購買品に係る評価は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）です。

２）繰越販売品に係る評価は個別法並びに総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切り下げの方法により算定）です。

３）繰越原材料に係る評価は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）です。

３．固定資産の減価償却の方法は次の通りです。
（１）　有形固定資産（リース資産を除く）
１）減価償却資産の償却方法は定率法です。
２）平成１０年４月１日以降取得の建物の償却方法は定額法です。
３）取得価額１０万円以上２０万円未満の一括償却資産については３年間で均等償却を行なっています。
４）平成１５年４月１日以降に取得した３０万円未満の一部の小額減価償却資産については取得時に費用処理して
います。

５）耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
（追加情報）

法人税法上の法定耐用年数の見直しを踏まえ、機械装置等については、従来の償却方法によった場合と比
べ、減価償却費及び累計額は８，７７４千円増加し、税引前当期利益は同額減少しております。

（２）　無形固定資産（リース資産を除く）
　　ソフトウェアの償却方法は定額法です。
（３）　リース資産

リース資産のうち、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用
する減価償却方法と同一の方法を採用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．長期前払費用の処理方法は次の通りです。
漁港航路浚渫等については５年で毎期均等額で償却しております。
魚礁等については１０年で毎期均等額で償却しております。
築磯等については１５年で毎期均等額で償却しております。

５．繰延資産の処理方法は次の通りです。
創業費については５年で毎期均等額で償却しております。

６．引当金の計上方法は次の通りです。
１）貸倒引当金は、資産自己査定実施要領、貸倒償却及び貸倒引当金の計上基準及び経理規程に則り、次の通
り計上しております。
破産、特別精算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）に係る債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能込見込額を控除し、その残額を計上しております。
現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸

念先」という）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を計上し、また、債権の
元本の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当
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該キャッシュ・フローを当組合の貸出シェアーで按分した金額と債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額
及び保証による回収見込額を控除し、その残額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率に基づく予想損失額と税法基準で容認さ

れる繰入限度額とを比較して高い方の金額を計上しております。
すべての債権は、資産自己査定実施要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産査監査署が査定結果を監査しており、その結果に基づいて上記の引当を行っております。
２）退職給付引当金

退職給付引金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、必要額を
計上しております。

３）賞与引当金は、職員への賞与支払いに備えるため、職員に対する賞与の見込額のうち当事業年度末に帰属
する額を計上しております。

４）遭難救助引当金は、５年間に亘り組合員１人当たり、１，０００円を積立てることとし、当事業年度は、その１／
５年分を計上しております。

７．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式です。
８．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
９．当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第１３号　平成１９年３月
３０日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会　企業会計基
準適用指針第１６号　平成１９年３月３０日改正）を適用しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響は
ありません。

1０．棚卸資産の評価基準は、従来は個別法及び総平均法による原価法によっておりましたが、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第９号　平成１８年７月５日）が適用されることに伴い、
当事業年度から個別法及び総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切り下
げの方法）により算定することに変更しており、この変更により従来の評価基準によった場合と比べ、棚卸資
産の残高は７，５２０千円減少し、税引前当期利益が７，５２０千円減少しております。

Ⅲ． 貸借対照表に関する注記
１．破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
３４９，８７２千円であります。
２．固定資産の減価償却累計額は６，５８０，０６８千円、圧縮記帳累計額は２７０,１６１千円（うち、当期圧縮記帳額は
１４０，００４千円）です。
３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌・複写機等については、リース契約により使用しております。
４．担保に供している資産は、次の通りです。
　担保に供している資産　　　　系統預け金　　　６，０００，０００千円
５．子会社等に対する金銭債権総額は２，０９５千円です。
６．子会社等に対する金銭債務総額は１，２３９，５７９千円です。
７．リスク管理債権の内訳
１）貸出金のうち、破綻先債権額は３１，２６５千円、延滞債権額は１，９５０，４２５千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行なった部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第
１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じているものです。また、延滞
債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と
して利息の支払を猶予したもの以外のものです。

２）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は５，２００千円です。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸

出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。
３）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４８９，５２４千円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
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支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、
延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。

４）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２，４７６，４１４千円で
す。なお、上記１）から４）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

８．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律」（平成１１年３月３１日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差
額金」として資本の部に計上しております。

　　　　　　　　再評価を行った年月日　　　　平成１１年３月３１日
　　　　　　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布、政令第１１９号）第２条第３号に定める固定資産税
評価額及び同条第４号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等合理
的な調整を行って算出しております。
土地の再評価に関する法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当年度末における時価の合計額と当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は▲３２，１１８千円です。

Ⅳ． 損益計算書に関する注記
１．子会社等との取引高は次の通りです。

２．当事業年度において固定資産の減損損失を次の通り特別損失に計上しました。
１）グルーピングの方法

業務用資産については、本所を共用資産とし、管理会計の最小区分である支所単位でグルーピングし、事
業外資産と遊休資産については物件ごとに個別の資産グループとしております。

２）当事業年度において減損損失を認識した資産又は資産グループ

３）減損損失に至った経緯
閖上支所は事業収支が連続赤字の状態にあり、また、資産グループから得られる割引前キャッシュ・フロー

の総額がこれらの帳簿価額を下回ることから、減損損失の認識に到ったものです。
４）回収可能価額の算定方法

当該資産の回収可能額については、将来キャッシュ・フローがマイナスであり、回収可能価額が算定でき
ないことから、資産グループの各資産をそれぞれ帳簿価額１円まで減額しております。

３．その他特別利益及び特別損失に関する注記
４．過年度に償却した債権の回収額を取立益として１５，１４２千円計上しております。
５．特別損失の内訳
　１）過年度棚卸資産修正額
　　平成２０年度期首繰越購買品の帳簿価額２９９，３９４千円のうち４４，２３５千円について、平成１９年度における購買品
供給原価として計上すべきものでありましたが、システムの不具合と会計処理の誤りにより、平成２０年度期首
繰越購買品に含め計上していたことが当事業年度に入り判明いたしました。

事業取引以外の取引高事業取引による取引高
名　称

費用総額収益総額費用総額収益総額
０千円０千円３２，２８０千円３，７５０千円  ㈱宮城県水産会館
０千円０千円７７，４０１千円５，４１４千円  ㈱女川魚市場

減損損失種　類用　途場　所
２９，９１１千円建 物

事　業　所名　取　市
（閖上支所）

１２，１８３千円構 築 物
１６３千円機 械 装 置
６４千円工 具 器 具 備 品

１，２１４千円土 地
５０千円電 話 加 入 権

４３，５８４千円合　　　計
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本件が発生した経緯について内部調査を行った結果、不正・虚偽表示の意図はなく誤謬によるものであると
判断し、平成１９年度における損益の修正を行なうため、平成２０年度損益計算書における「特別損失」の部に
「過年度棚卸資産修正額」４４，２３５千円を計上しております。
　２）過年度減価償却修正額

償却資産に対する減価償却費の計上は、当組合規定に基づき毎期（毎月）継続的に計上していますが、平成
１９年４月１日の合併以前の１支所において不足が発生していることが当事業年度に入り判明いたしました。
本件については減価償却を遡及計算した結果、５，４５２千円が不足しておりましたので、平成２０年度損益計算

書における「特別損失」の部に「過年度減価償却修正額」５，４５２千円を計上しております。

Ⅴ． 有価証券に関する注記
時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次の通りであります。

子会社等株式 
　　子会社等株式　　　　　　　　　　　２２３，０８８千円
その他有価証券 
　　非上場株式（非店頭売買株式を除く）　１６１，９３２千円

Ⅵ． 退職給付に関する注記
１．退職給付債務等の内容は以下の通りです。
１）採用している退職給付制度
　　退職一時金制度
２）退職給付債務及びその内訳

１．退職給付債務　　　　　　　　　　　　  ７９，６４５千円
２．退職給付引当金　　　　　　　　　　　  ７９，６４５千円
３．費用処理されていない過去勤務債務　　　　　０千円
４．費用処理されていない会計基準変更差異　　　０千円

　３）退職給付費用の内訳
１．通常の退職給付費用　　　　　　　　　  ５５，６８４千円
２．過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　０千円
３．会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　０千円
４．臨時に支払った割増退職金等　　　　　　　　０千円

４）退職給付債務等の計算基礎は、当事業年度末における職員の自己都合退職による要支給額です。
２．法定福利費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職
員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金
給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金２５，８６２千円を含めて計上しております。
なお、同組合より示された平成２１年３月現在における平成４４年３月までの特例業務負担金の将来見込額は

５０２，９３７千円となっております。

Ⅶ． 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は、次の通りです。

平成２１年３月３１日現在平成２０年３月３１日現在繰延税金資産
３７，６７４千円３４，７４３千円賞与引当金
２４，２９２千円１４，１４９千円退職給付引当金損金算入限度超過額
３４，８０５千円８９，９５７千円一般貸倒引当金限度超過額
６３１，７４９千円６７３，７４０千円個別貸倒引当金限度超過額
６４３，３７１千円７２８，６３８千円税務上の繰越欠損金

１，３７１，８９１千円１，５４１，２２７千円繰延税金資産小計
▲１，３７１，８９１千円▲１，５４１，２２７千円評価性引当額

０千円０千円繰延税金資産合計
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳は以下の通りです。

Ⅷ． リースにより使用する固定資産に関する注記
該当する重要な事項なし。

Ⅸ． 重要な後発事象に関する注記
平成２１年４月１日、雄勝町雄勝湾漁業協同組合及び矢本漁業協同組合と合併いたしました。
これにより、平成２１年度において、資産３２１，５９１千円、負債１６２，９１８千円、純資産１５８，６７３千円が増加する見込で

す。

Ⅹ． その他の注記
該当する重要な事項なし。

第２年度　損失処理案
単位：円

平成２１年３月３１日現在平成２０年３月３１日現在
 ３０．５％　３０．８％法定実効税率

（調整）
  １．０％  ３０．３％交際費等永久に損金にされない項目
▲１．６％▲９７．２％受取配当金等永久に益金に算入されない項目
  １．９％１１３．１％住民税均等割等
▲３８．０％―評価性引当額の増減
 ８．１％ １１．４％その他
 １．９％８８．４％税効果会計適用後の法人税等の負担率

損失処理計算書

 １，１１８，８９６，８４４
 ６７，０２０，１８１

６７，０２０，１８１ 
 １，０５１，８７６，６６３

１　当期未処理損失金
２　損失金処理額
　　（１） 特別積立金取崩額
３　次期繰越損失金



３５業務のご案内

単位：千円

単位：千円

単位：千円

単位：千円

増　減２０年度１９年度項　目
７４７，４０４（　　５３．９％）２８，９６９，４７４（　　５３．９％）２８，２２２，０７０流 動 性 貯 金
１９，１７０（　　４４．１％）２３，６８９，５１２（　　４５．２％）２３，６７０，３４２定 期 性 貯 金
５８３，４７２（　　　２．０％）１，０４３，６９２（　　　０．９％）４６０，２２０そ の 他 の 貯 金

１，３５０，０４６（　　１００．０％）５３，７０２，６７８（　　１００．０％）５２，３５２，６３２計
０（　　　　０％）０（　　　　０％）０譲 渡 性 貯 金

１，３５０，０４６（　　１００．０％）５３，７０２，６７８（　　１００．０％）５２，３５２，６３２合　　計

増　減２０年度末１９年度末項　目 構成比金　額構成比金　額
－－－－－割 引 手 形

４９２，９５７３６．８％５，１０１，９５６３３．５％４，６０８，９９９手 形 貸 付
△４０９，３６８６２．８％８，７１１，１９０６６．２％９，１２０，５５８証 書 貸 付
１０，３４６０．４％５５，８１４０．３％４５，４６８当 座 貸 越
８６７，０００６．３％８６７，００００．０％０金 融 機 関 貸 付
９３，９３４１００．０％１３，８６８，９６０１００．０％１３，７７５，０２６合　　　計

△７３０，３６０８５．３％１１，８３６，０２１９１．２％１２，５６６，３８１固 定 金 利 貸 出
８２４，２９４１４．７％２，０３２，９３９８．８％１，２０８，６４５変 動 金 利 貸 出

△１，２７６，３６８５６．６％７，８４４，１９０６６．２％９，１２０，５５８設 備 資 金
１，３７０，３０３４３．４％６，０２４，７７０３３．８％４，６５４，４６７運 転 資 金
△１，２６０，６２５５５．３％７，６６７，３３０６４．８％８，９２７，９５５組 合 員員

内貸
出
者
区
分
残
高

△１，２６０，６２５５５．３％７，６６７，３３０６４．８％８，９２７，９５５計
△３３，６１２１．９％２６５，８１３２．２％２９９，４２５地方公共団体

員
外

８６７，０００６．３％８６７，００００．０％０金 融 機 関
５２１，１７１３６．５％５，０６８，８１７３３．０％４，５４７，６４６そ の 他

１，３５４，５５９４４．７％６，２０１，６３０３５．２％４，８４７，０７１計

２０年度１９年度項　目
００財 形 貯 蓄

貯　金

科目別貯金平均残高

財形貯蓄残高

貸出金

種類別・使途別・貸出先別貸出金残高

増　減２０年度１９年度項　目 構成比金　額構成比金　額
－－－－－割 引 手 形

△５９３，２９４３９．４％５，４８６，８４０３９．７％６，０８０，１３４手 形 貸 付
△７８０，９４９６０．２％８，３８９，８７７５９．９％９，１７０，８２６証 書 貸 付
２，６３８０．４％５２，３８２０．３％４９，７４４当 座 貸 越
４，７５１０．０％４，７５１０．０％０金 融 機 関 貸 付

△１，３６６，８５４１００．０％１３，９３３，８５０１００．０％１５，３００，７０４合　　計

科目別貸出金平均残高
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増　減２０年度１９年度項　　目
５６，６１６２５９，４０２２０２，７８６日 本 政 策 金 融 公 庫 （ 旧 農 林 公 庫 ）

△１４７，１３８１，２２９，９４２１，３７７，０８０住 宅 金 融 支 援 機 構
△２２３１，１４０１，３６３年 金 資 金 運 用 基 金

△７，２０９５１，０７０５８，２７９日 本 政 策 金 融 公 庫 （ 旧 国 民 公 庫 ）
△９７，９５４１，５４１，５５４１，６３９，５０８計

単位：千円受託貸付金残高

増　減２０年度１９年度項　目
△１，０６３，０６５（　７４．０％）１０，２６３，３１５（　８２．２％）１１，３２６，３８０農 林 水 産 業

９，２０８（　　７．４％）１，０２９，０８４（　　７．４％）１，０１９，８７６製 造 業
８６５，３８５（　　６．４％）８９２，２２５（　　０．２％）２６，８４０金融・保険・サービス業

　（　　　－）－（　　　－）－不 動 産 業
△５４，６９８（　　２．５％）３４３，１８９（　　２．９％）３９７，８８７地方公共団体・公社等
３３７，１０４（　　９．７％）１，３４１，１４７（　　７．３％）１，００４，０４３そ の 他
９３，９３４（　１００．０％）１３，８６８，９６０（　１００．０％）１３，７７５，０２６合　　計

単位：千円業種別貸出金残高

増　減２０年度末１９年度末項　目
－－－貯 金 等
－－－有 価 証 券
－－－動 産
－－－不 動 産

△４，１２１１１，７２４１５，８４５そ の 他 担 保 物
△４，１２１１１，７２４１５，８４５計
１５，４００４０，３８４２４，９８４漁 信 基 保 証
△１，４４２１０，２１４１１，６５６信 用
９，８３７６２，３２２５２，４８５合　　計

単位：千円債務保証担保内訳

単位：千円
増　減２０年度末１９年度末項　目
△４６，８１４３９１，４９９４３８，３１３貯 金 等

　－－有 価 証 券
　－－動 産

△４２１，６５８３，４２７，７７３３，８４９，４３１不 動 産
△５７，８００２３４，６００２９２，４００そ の 他 担 保 物
△５２６，２７２４，０５３，８７２４，５８０，１４４計
△５３０，０９１４，９８４，５９９５，５１４，６９０漁 信 基 保 証

０００そ の 他 保 証
△５３０，０９１４，９８４，５９９５，５１４，６９０計
１，１５０，２９７４，８３０，４８９３，６８０，１９２信 用
９３，９３４１３，８６８，９６０１３，７７５，０２６合　　計

貸出金担保別内訳
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増　減
２０年度１９年度

種　類
構成比金　額構成比金　額

－－－－－国 債
－－－－－地 方 債
－－－－－政 府 保 証 債
－－－－－金 融 債
－－－－－社 債
－－－－－外 国 証 券
－－－－－株 式
－－－－－受 益 証 券
－－－－－そ の 他
－－－－－合　計

有価証券

単位：千円種類別証券平均残高

合　計期 間 の
定めなし１０年 超７ 年 超

１０年以下
５ 年 超
７年以下

３ 年 超
５年以下

１ 年 超
３年以下１年以下

－－－  －  －  －－－国 債

　
年
度

１９

－－－  －  －  －－－地 方 債
－－－  －  －  －－－政 府 保 証 債
－－－  －  －  －－－金 融 債
－－－  －  －  －－－社 債
－－－  －  －  －－－外 国 証 券
－－－  －  －  －－－株 式
－－－  －  －  －－－受 益 証 券
－－－  －  －  －－－そ の 他
－－－  －  －  －－－国 債

　
年
度

２０

－－－  －  －  －－－地 方 債
－－－  －  －  －－－政 府 保 証 債
－－－  －  －  －－－金 融 債
－－－  －  －  －－－社 債
－－－  －  －  －－－外 国 証 券
－－－  －  －  －－－株 式
－－－  －  －  －－－受 益 証 券
－－－  －  －  －－－そ の 他

有価証券残存期間別残高

１．本表記載の有価証券は、期末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
①　売買目的有価証券については、期末を貸借対照表額としており、損益０百万円については、当期の損益に含まれており
　ます。
②　満期保有目的有価証券については、取得原価が貸借対照表額として計上されております。
③　その他の有価証券については、時価を貸借対照表額としております。

有価証券
２０年度末１９年度末

保有目的
評価損益時　　価取得価額評価損益時　　価取得価額
－－－－－－売 買 目 的
－－－－－－満 期 保 有 目 的
－－－－－－そ の 他
－－－－－－合 計

有価証券の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
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オプション取引の時価情報
２０年度末１９年度末

評価損益時価貸借対照表額評価損益時価貸借対照表額
－－－－－－コール売

建債 券 先 物
オプション

－－－－－－プット
－－－－－－コール買

建 －－－－－－プット
－－－－－－合　　　計

貸借対照表価額
２０年度１９年度

買　建売　建買　建売　建
－－－－コール

債 券 店 頭
オプション

－－－－プット
－－－－コール
－－－－プット
－－－－合　　　計

金融発生商品
契約金額・想定元本額種　　　　　　　　類

－債 券 先 物 オ プ シ ョ ン
－債 権 店 頭 オ プ シ ョ ン
－債 券 先 物
－合　　　　　　　　計

先物取引の時価情報

２０年度末１９年度末
評価損益時　価取得価額評価損益時　価取得価額
－－－－－－売　建

債　券
－－－－－－買　建
－－－－－－合　　計

オフバランスの取引状況

２０年度１９年度種　　　　　類
－－国 債
－－地 方 債
－－社 債
－－合　　　計

有価証券の利回り

金銭の信託

２０年度末１９年度末
評価損益時　　価取得価額評価損益時　　価取得価額
－－－－－－金 銭 の 信 託

取得価額は貸借対照表額によっております。
時価の算定は、以下により金銭の信託の受益者が合理的に算出した価格によっております。
１．取引所上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格によっております。
２．店頭株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によって降ります。
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２０年度末１９年度末受　　　託　　　先
３１０，４７２２６１，０６５日 本 政 策 金 融 公 庫

１，２２９，９４２１，３７７，０８０住 宅 金 融 支 援 機 構
１，１４０１，３６３年 金 資 金 運 用 基 金

１，５４１，５５４１，６３９，５０８計

２０年度末１９年度末
受　　託　　先

被仕向仕　向被仕向仕　向
４１，５７４

９５，２１４，９１７
４６，６８８

９４，１１７，９０１
４６，６０４

９９，７７２，９１７
５１，０６７

９８，３８０，２４３
件数
金額送 金 ・ 振 込種

　
　
　
　
類

１３８
７６５，８９３

３８
３４，４１０

２１２
１，１４１，０２７

３２
３３，０１２

件数
金額代 金 取 立

４１，７１２
９５，９８０，８１０

４６，７２６
９４，１５２，３１１

４６，８１６
１００，９１３，９４４

５１，０９９
９８，４１３，２５５

件数
金額計

平成２０年度平成１９年度区　　　分
７７２，０８６３５９，２５４資 金 運 用 収 益
１４０，７２３６６，９４５資 金 調 達 費 用
６３１，３６３２９２，３０８資 金 運 用 収 支
２９，０３３１７，０５２役 務 取 引 等 収 益
１６２，５９７８２，９７７役 務 取 引 等 費 用
△１３３，５６４△６５，９２４役 務 取 引 等 収 支
１６６，６７０１５０，６０５そ の 他 事 業 収 益

－－受 取 出 資 配 当 金
－－受 取 助 成 金
－－国 債 等 債 券 売 却 益
－－国 債 等 債 券 償 還 益

１６６，６７０１５０，６０５そ の 他 の 事 業 収 益
１６２，５９７８，９４７そ の 他 事 業 費 用
４，０７３１４１，６５７そ の 他 事 業 収 支

６４１，８８５３６８，０４１事 業 粗 利 益
１．３％１．５％事 業 粗 利 益 率

受託業務・為替業務等

受託貸付金の残高 単位：千円

単位：千円内国為替の取扱実績

平残・利回り等

単位：千円粗利益

平成２０年度平成１９年度
－－業務純益

業務純益
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平成２０年度平成１９年度
区　　分

実質利回り利息平均残高実質利回り利息平均残高
１．０％５０６，０８１４９，０４１，２４９１．１％２７７，９８６２４，３６６，７８８資 金 運 用 勘 定
２．８％３８６，５９９１３，９３３，８５０２．８％２１６，１１４７，６７１，３１４貸 出 金
０．３％１１９，４８２３５，１０７，３９９０．３％６１，８７２１６，６９５，２３２預 け 金
－－－－－－有 価 証 券

０．３％１４０，４８１５４，２０２，６７８０．２％６６，１８０２６，４９８，０３１資 金 調 達 勘 定
０．３％１３８，９８２５３，７０２，６７８０．２％６５，４２８２６，２４８，０３１貯 金 ・ 定 期
０．３％１，４９９５００，００００．３％７５２２５０，０００借 用 金
５．９％－－２．５％－－貯 金 原 価 率

単位：千円資金運用勘定・調達勘定の平均残高等

平成２０年度平成１９年度損益計算書科目
２，２０６，２３６１，８６８，７７６人 件 費
５３，３７３６０，６３０役 員 報 酬

１，６７４，８４２１，４３９，０８６給 料 手 当
１２３，５２１１１２，８０１賞 与 引 当 金 繰 入
２８６，５０５２２２，７７３法 定 福 利 費
１２，３０９６，５１１厚 生 費
５５，６８４２６，９７３退 職 給 付 費 用
５２，６６５３６，８２９旅 費 交 通 費
２９９，９９３２４６，３０５業 務 費
１０７，８３０８６，０７２諸 税 負 担 金
３２７，６５７２４８，１９３施 設 費
３６８，００１３３０，９２９減 価 償 却 費
４５，５２０４９，４６８雑 費

３，４０７，９０５２，８６６，５７４合　　　計

単位：千円経費の内訳

２０年度増減額１９年度増減額
２３８，２７０受取利息
１７０，４２２－うち　貸　出　金

０－有 価 証 券
６７，８４８－預　け　金
７４，０５９－支払利息
７３，０７１－うち　貯　　　金

０－譲渡性貯金
７４８－借　用　金

１６４，２１１－差　　　引

受取・支払利息の増減額
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平成２０年度平成１９年度
３，４２５，４７１２，８１９，０７５経 常 収 益
１２１，２２０２２，３２３経 常 利 益
４４６，７６７５，８５３当 期 剰 余 金

４，２０３，２６５４，２７２，１２４出 資 金
３，７５３，２６５口

（内，５０，０００口優先出資）
３，８２２，１２４口

（内，５０，０００口優先出資）出 資 口 数

３，６０８，０１７３，２２３，３３５純 資 産 額
６１，３７２，７２３５８，４８５，８７４総 資 産 額
５３，２７５，３９３５０，５１６，２２４貯 金 等 残 高
１３，８６８，９６０１３，７７５，０２６貸 出 金 残 高

００有 価 証 券 残 高
００剰 余 金 配 当 金 額
００・出資配当の額
００・事業利用分量配当の額
３７０３６６職 員 数

１２．８４％１２．８６％単 体 自 己 資 本 比 率

２０年度末１９年度末

２６．０％
６７．２％

－
１４３，９８８
１，００５，１９６
３７，４８４
２６１，６７８

１６．６％
１２．５％
０．７％
１０．４％

２７．２％
６５．７％

－
１３８，０２２
１，４０３，２２８
３７，６３６
３８２，６３９

０．１％
０．６％
０．０％
０．１％

（貯貸率等）
　貯貸率（期末、期中）
　貯預率（期末、期中）
　貯証率（期末、期中）
　１従業員あたり貯金残高
　１店舗あたり貯金残高
　１従業員あたり貸出金残高
　１店舗あたり貸出金残高
（利益率）
　総資産経常利益率
　資本経常利益率
　総資産当期純利益率
　資本当期純利益率

諸指標

単位：千円主要な経営指標

単位：千円計上諸指標
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２０年度末１９年度末項　　　　　目

４，２０３，２６５４，２７２，１２４出資金 

５００，０００５００，０００うち非累積的永久優先出
資

００期限付優先出資     
００回転出資金

１１３，６１９９９，１６２資本準備金
３１８，９３７３１８，９３７利益準備金

００特別準備金
１２３，２１０２３３，２６７任意積立金

△１，５６５，６６４△１，６７３，８９０繰越剰余金
００その他有価証券の評価差損

４４６，７６７５，８５３当期剰余金
００外部流出予定額
００営業権相当額

００企業結合により計上される
無形固定資産相当額

００証券化取引により増加した
自己資本に相当する額

３，６４０，１３５３，２５５，４５３基本的項目　計（A）

△３２，１１８△３２，１１８
土地の再評価額から再評価の直
前の帳簿価額を控除した額の
４５％に相当する額

１６８，２５３４７６，２８４一般貸倒引当金
３００，０００４００，０００負債性資本調達手段等

００告示第５条第１項第３号
に掲げるもの

３００，０００４００，０００告示第５条第１項第４号
及び第５号に掲げるもの

０△２９１，２７８補完的項目不算入額
４３６，１３４５５２，８８７補完的項目　計（B）

４，０７６，２７０３，８０８，３４１自己資本総額
（C=A+B）

２０年度末１９年度末項　　　　　目

００他の金融機関の資本調達手
段の意図的な保有相当額

００告示第５条第１項第３号に掲げ
るもの及びこれらに準ずるもの

００
告示第５条第１項第４号及
び第５号に掲げるもの並び
にこれらに準ずるもの

００
非同時決済取引に係る控除額及び信用リス
ク削減手法として用いる保証又はクレジッ
ト･デリバティブの免責額に係る控除額

００

基本的項目からの控除分を除く､自己資
本控除とされる証券化エクスポージャー
及び信用補完機能を持つI/０ストリップ
ス（告示第２２３条を準用する場合を含む｡）

００控除項目不算入額

００控除項目　計（D）

４，０７６，２７０３，８０８，３４１自己資本額（E=C－D）
３１，７２４，０１０２９，６００，９５３リスク･アセット（F）
２６，１５２，４９９２４，３８８，５４０資産（オン･バランス）項目
２２，８１４２６，０７４オフ･バランス取引等項目

５，５４８，６９６５，１８６，３３８オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

１２．８４％１２．８６％
自己資本比率

％

１１．４９％１０．９９％
（参　考）

％

Ｅ

Ｆ

Ａ

Ｆ

自己資本比率の状況
当組合では、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、経営の健全性強
化の為に財務基盤の充実を経営の重要課題として取り組んでいます。
平成２１年３月末における自己資本比率は、経済債権の厳格な自己査定の実施や金融会計処理及び業務の効率化
等に取り組んだ結果、１２．８４％となりました。

経営の健全性の確保と自己資本の充実
当組合の自己資本は、組合員からの普通出資と県からの優先出資により調達しております。出資金額は次のと
おりです。
　　　　　　　　普通出資　　３，７０３百万円
　　　　　　　　優先出資　　　５００百万円
当組合では、将来的な信用リスクや金利リスクの増加に備えて安定的な自己資本比率の維持に努めるため、内
部留保による自己資本増強を行なっております。
また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制定し、
適切なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しております。これに基づき、当組合における信用リスクやオ
ペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めております。

自己資本充実の状況

自己資本調達手段の概要に関する事項

単位：千円自己資本の構成に関する事項
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オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
平成２０年度末平成１９年度末

所要自己資本額
c ＝ b × ４％

オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除

して得た額
b ＝ a × １５％ ÷ ８％

粗利益額
a

所要自己資本額
c ＝ b × ４％

オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除

して得た額
b ＝ a × １５％ ÷ ８％

粗利益額
a

２２１，９４８５，５４８，６９６２，９５９，３０５２０７，４５３５，１８６，３３８２，７６６，０４６

平成２０年度末平成１９年度末

所要自己資本額
b ＝ a × ４％

リスク･アセット
（分母）合計

a

所要自己資本額
b ＝ a × ４％

リスク･アセット
（分母）合計

a
１，２６８，９６０３１，７２４，０１０１，１８４，０３８２９，６００，９５３

標準的手法に関する事項
当組合では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出していま
す。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は次のと
おりです。

（ア）リスク･ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非
依頼格付は使用しないこととしています。

平成２０年度平成１９年度信用リスクアセット額
（標準的手法） 所要自己資本額

b ＝ a × ４％
リスク･ア
セット額a

エクスポージャー
の期末残高

所要自己資本額
b ＝ a × ４％

リスク･ア
セット額a

エクスポージャー
の期末残高

－－－我が国の中央政府及び中央銀行向け
００４０１，７５３００５３３，０５７我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

－－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
２７１６，７６６３３，８２８３７１９，２９７４６，４８３地 方 三 公 社 向 け

３２１，４１５８，０３５，３７２３６，７０７，７４７２６６，３１１６，６５７，７９８３３，２８８，９８９金 融 機 関 及 び 証 券 会 社 向 け
－－－法 人 等 向 け

３６，５４７９１３，６６６１，２１８，２２２４７，９４６１，１９８，６５４１，５９８，２０５中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け
６，９６２１７４，０６１４９７，３１８７，６４０１９１，０２４５４５，７８２抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け
２１，７３２５４３，２９６４４０，３５６２０，９４７５２３，６９４４７３，４９６三 ヶ 月 以 上 延 滞 債 権
２０，１００５０２，４９９５，０２４，９８８２２，０５８５５１，４６９５，５１４，６９３漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証
６３９，９８６１５，９９９，６５４１６，９４５，３９４６１１，３０７１５，２８２，６７９１６，５６１，０３７上 記 以 外

１，０４７，０１３２６，１７５，３１４６１，２６９，６０６９７６，５８０２４，４１４，６１５５８，５６１，７３２合　　　　　計

信用リスクに対する所要自己資本額の額及び内訳 単位：千円

単位：千円

単位：千円所要自己資本額

適　　格　　格　　付　　機　　関
株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
スタンダード・アンド･プアーズ・レーティング・サービシズ（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

信用リスクに関する事項

自己資本の充実に関する事項
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（イ）リスク･ウェイトの判定に当たり使用する適格格付期間の格付又はカントリー・リスク・スコアは、以下の
とおりです。

カントリー･リスク・スコア適格格付機関エクスポージャー
日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R&I， Moody's， JCR， S&P， Fitch法人等向けエクスポージャー（長期）
R&I， Moody's， JCR， S&P， Fitch法人等向けエクスポージャー（短期）

信用リスクに関するエクスポージャーの業種別の期末残高及び主な種類別の内訳

平成２０年度平成１９年度
信用リスクに関する
エクスポージャーの残高

信用リスクに関する
エクスポージャーの残高

うち債券うち貸出金等うち債券うち貸出金等
－６，２５５，２７１７，２５０，４３０－５，４６７，２２１６，９９３，４８５農 林 水 産 業

法
　
　
　
人

－－８，６４７－－２５，８２３製 造 業
－－２，０４９－－２，４０５建 設 業
－－１，８０１－－５，６８０運 輸 ・ 通 信 業
－－９１１，８９１－－９０８，０８３卸 売 ・ 小 売 業
－８６７，２７８３８，８８５，６１８－－３３，２３０，８５２金 融 ・ 保 険 業
－３４０，９３４５４６，０２２－３６６，５９４３６６，５９４不 動 産 業
－１１，１５５２１５，４０８－５，０００８９，５１３サ ー ビ ス 業
－３４３，１８９４０１，７５３－３９７，８８７５３３，０５７地 方 公 共 団 体
－２２８１５９，３６７－１２，４４１５０，８１２そ の 他
－６，１７４，６８８９，４４４，８９９－７，６５１，１８１１０，５３９，７７４個 人
－－５，８４９，０４０－－８，８０８，２３７固 定 資 産 等
０１３，９９２，７４３６３，６７６，９２５０１３，９００，３２４６１，５５４，３１５合   計

（注）１．全て国内取引です。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エ
クスポージャーを含んでいます。
３．当組合は、デリバティブ取引の取扱いはありません。
４．未収利息、未収金は固定資産等に含めて記載しております。

信用リスクに関するエクスポージャーの残存期間別の期末残高及び主な種類別の内訳

（注）１．全て国内取引です。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エ
クスポージャーを含んでいます。

平成２０年度平成１９年度
信用リスクに関する
エクスポージャーの残高

信用リスクに関する
エクスポージャーの残高

うち債券うち貸出金等うち債券うち貸出金等
－５，３０４４５，７９９－４，７５９４４，０５８１ 年 以 下
－１，４９８１，５１０－１，９７１１，９８３１ 年 超 ３ 年 以 下
－２，０７５２，５１８－２，１２１２，３５１３ 年 超 ５ 年 以 下
－１，０７４１，０７４－１，５２９１，５４１５ 年 超 ７ 年 以 下
－２，１３４２，１４３－２，６１４２，６１９７ 年 超
－１，９０８１０，６３３－９０６９，００２期 間 の 定 め な し
－１３，９９３６３，６７７－１３，９００６１，５５４合　　　計

単位：千円

単位：百万円



４５業務のご案内

（注）１．全て国内取引です。

平成２０年度平成１９年度
４９４，４３０９９６，１７０農 林 水 産 業

法
　
　
　
人

－－製 造 業
－－建 設 業

１，０７０－運 輸 ・ 通 信 業
１０，１８６－卸 売 ・ 小 売 業

－－金 融 ・ 保 険 業
－－不 動 産 業
－－サ ー ビ ス 業
－－地 方 公 共 団 体
４８１０５そ の 他

１，２８０，５４６１，２０２，０４７個 人
１，７８６，２８０２，１９８，３２２合　　　計

３ヶ月以上延滞エクスポージャーの期末残高及び業種別残高 単位：千円

平成２０年度平成１９年度
３２８，３２５－農 林 水 産 業

法
　
　
　
人

－－製 造 業
－－建 設 業
－－運 輸 ・ 通 信 業
－－卸 売 ・ 小 売 業
－－金 融 ・ 保 険 業
－－不 動 産 業
－－サ ー ビ ス 業
－－地 方 公 共 団 体
－－そ の 他

２１，５４７２，２０５個 人
３４９，８７２２，２０５合　　　計

貸出金償却の額 単位：千円

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
平成２０年度平成１９年度

期末
残高

期中減少額期　中
増加額

期首
残高

期末
残高

期中減少額期　中
増加額

期首
残高 その他使用目的その他使用目的

１６８，２５３３０８，０３１００４７６，２８４４７６，２８４００９９，２２２３７７，０６２一 般 貸 倒 引 当 金
２，１３５，９４８２１６，７５０３４９，８７２１１０，４１３２，５９２，１５７２，５９２，１５７３９１，８６６２，２０５３１４，００９２，６７２，２１９個 別 貸 倒 引 当 金
１，１３８，２６２９２，０７６３２８，３２５２５，８５９１，５３２，８０４１，５３２，８０４２９０，８２５０８９，８３４１，７３３，７９５農 林 水 産 業

法
　
　
　
人

－－－－－－－－－－製 造 業
－－－－－－－－－－建 設 業
－－－－－－－－－－運 輸 ・ 通 信 業
－－－－－－－－－－卸 売 ・ 小 売 業
－－－－－－－－－－金 融 ・ 保 険 業
－－－－－－－－－－不 動 産 業
－－－－－－－－－－サ ー ビ ス 業
－－－－－－－－－－地 方 公 共 団 体

１０，０７５５８００１０，１３３１０，１３３００１０６１０，０２７そ の 他
９８７，６１１１２４，６１６２１，５４７８４，５５４１，０４９，２２０１，０４９，２２０１０１，０４１２，２０５２２４，０６９９２８，３９７個 人

（注）１．全て国内取引です。

単位：千円



４６ 業務のご案内

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方法及び手続の概要

平成２０年度平成１９年度
１，３４７，４９３１，８１１，４１５０％

法
　
　
　
人

５，０２４，９８８５，５１４，６９３１０％
３５，８７４，２９７３３，３３５，４７２２０％
４９７，３１８５４５，７８２３５％
９０，９７１１７６，９９４５０％

１，２１８，２２２１，５９８，２０５７５％
１６，９１９，４６７１５，３０１，７５９１００％
２９６，８５０２７７，４１２１５０％

－－そ の 他
－－自 己 資 本 控 除 額

６１，２６９，６０６５８，５６１，７３２合 計

信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額

信用リスク削減手法が適用されるエクスポージャーの額

平成２０年度末平成１９年度末区　　　　　分 保　証適格金融資産担保保　証適格金融資産担保
－－－－我が国の中央政府及び中央銀行向け
－－－－我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
－－－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
－－－－地 方 三 公 社 向 け
－－－－金 融 機 関 及 び 証 券 会 社 向 け
－－－－法 人 等 向 け
－－－－中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け
－－－－抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン
－－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け
－－－－三 ヶ 月 以 上 延 滞 債 権
－－－－漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証
－－－－上 記 以 外
－－－－合　　　　　　　計

出資又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方法及び手続の概要

単位：千円

単位：千円

証券化エクスポージャーに関する事項

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

信用リスク削減手法に関する事項

平成２０年度末平成１９年度末
評 価 損評 価 益評 価 損評 価 益
－－－－

単位：千円（子会社・関連会社株式等の評価損益等）

出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価
平成２０年度末平成１９年度末

時価評価額貸借対照表計上額時価評価額貸借対照表計上額
３，７１９，８０３３，７１９，８０３２，５６１，００３２，５６１，００３

単位：千円

平成２０年度末平成１９年度末
償却損売却損売却益償却損売却損売却益
－－－７０－－

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 単位：千円

貸借対照表で認識された損益計算書で認識されない評価損益の額（その他有価証券の評価損益等）
平成２０年度末平成１９年度末

評 価 損評 価 益評 価 損評 価 益
－－－－

単位：千円



４７業務のご案内

金利リスクの算定方法の概要

金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成２０年度平成１９年度
－－金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（注１）　「破綻先債権｣とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲
げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

（注２）　「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外のものをいいます。

（注３）　「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金
（注１、注２に掲げるものを除く。）をいいます。

（注４）　「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１、注２、注３
に掲げるものを除く。）をいいます。

（注５）　「担保・保証付債権額（B）」は、「リスク管理債権総額（A）」のうち自己査定に基づいて計算した貯金・
定期積金及び不動産等の確実な担保の処分可能見込額並びに漁業信用基金協会及び公的保証機関等確実な
保証先による保証付貸出金についての当該担保・保証の合計額です。

（注６）　「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

増　減２０年度１９年度

△１４２，５４６２，４７６，４１４２，６１８，９６０リスク管理債権総額
　　　　　（A）=①+②+③+④

△１４，２０２３１，２６５４５，４６７①破 綻 先 債 権 額
△２９６，７６９１，９５０，４２５２，２４７，１９４②延 滞 先 債 権 額
△１，９２０５，２００７，１２０③３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 額
１７０，３４５４８９，５２４３１９，１７９④貸 出 条 件 緩 和 債 権 額
△２０６，００２２，２３３，５６５２，４３９，５６７保全額合計　（D）=（B）+（C）
９８，２５０８１４，９９１７１６，７４１（B）担 保 ・ 保 証 付 債 権 額

△３０４，２５２１，４１８，５７４１，７２２，８２６（D）貸 倒 引 当 金 残 高
△３．０％９０．２％９３．１％保全率　（D）/（A）

金利リスクに関する事項

単位：千円

リスク管理債券残高及び同債権に対する保全額 単位：千円

（注１）　「破綻更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の理由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

（注２）　「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態に至ってはいないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。

（注３）　「要管理債権」とは、基本的には、「３ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権をいいます。
（注４）　「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、「破産更正債権及びこれ

らに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外のものに区分される債権をいいます。
（注５）　「担保・保証付債権額（B）」は、「金融再生法開示債権総額（A）」のうち、自己査定に基づいて計算した

貯金・定期積金及び不動産等の確実な担保の処分可能見込額並びに漁業信用基金協会及び公的保証機関等確
実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・保証の合計額です。

（注６）　「貸倒引当金残高（C）」は、｢正常債権」に対する貸倒引当金は含まれておりません。

増減平成２０年度平成１９年度
５，９０３３４７，９３７３４２，０３４破産更正債権及びこれらに準ずる債権

△３１６，６２８１，６３３，９９９１，９５０，６２７危 険 債 権
１６８，４２５４９４，７２４３２６，２９９要 管 理 債 権
△１４２，３００２，４７６，６６０２，６１８，９６０（A）不 良 債 権 額 合 計
２５１，６４３１１，５１６，０８３１１，２６４，４４０正 常 債 権
△２０５，７５６２，２３３，８１１２，４３９，５６７保全額合計　（D）=（B）+（C）
９８，４９６８１５，２３７７１６，７４１（B）担 保 ・ 保 証 付 債 権 額

△３０４，２５２１，４１８，５７４１，７２２，８２６（C）貸 倒 引 当 金 残 高
△２．９％９０．２％９３．１％保全率　（D）/（A）

単位：千円金融再生法開示債権残高及び同債権に対する保全額



４８ 業務のご案内

平成２０年度平成１９年度
区　　分 期末

残高
期中減少額期　中

増加額
期首
残高

期末
残高

期中減少額期　中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

１６８，２５３３０８，０３１００４７６，２８４４７６，２８４００９９，２２２３７７，０６２一般貸倒引当金
２，１３５，９４８２１６，７５０３４９，８７２１１０，４１３２，５９２，１５７２，５９２，１５７３９１，８６６２，２０５３１４，００９２，６７２，２１９個別貸倒引当金
２，３０４，２０１５２４，７８１３４９，８７２１１０，４１３３，０６８，４４１３，０６８，４４１３９１，８６６２，２０５４１３，２３１３，０４９，２８１合 計

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

平成２０年度平成１９年度項　目
３２８，３２５農 林 水 産 業

法
　
　
　
　
人

製 造 業
建 設 業
運 輸 ･ 通 信 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

２１，５４７２，２０５個 人
３４９，８７２２，２０５合 計

単位：千円

貸出金償却の額 単位：千円

連結財務諸表

１．連絡財務諸表の作成方針
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　２社
主要な連結子会社は２１ページの「関連会社」に記載のとおり。
２社については自己所有議決権５０％以上を有していることから連結の範囲としている。

（２）持分法の適用に関する事項
該当なし

（３）連結される子会社等の事業年度に関する事項
連結子会社２社の事業年度は平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日である。

（４）連結される子会社等の資産及び負債の評価に関する事項
①　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　建物は主として定額法、建物以外は定率法
②　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について税法基準により計上し
ている。また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し未
計上とした。

退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込み額に基づ
き計上している。

③　収益及び費用の計上基準　受託販売手数料は、原則として入札が行われた事業年度に計上している。
④　消費税の会計処理法　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
⑤　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。
（５）連結調整勘定の償却に関する事項

該当なし
（６）利益処分項目等の取扱に関する事項

株式会社宮城県水産会館における水産会館取得にかかる石巻市よりの補助金３０，０００千円については、利益処分
により建物圧縮記帳積立金とし、当期分として８７７．５千円を取崩している。
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２．連結貸借対照表
 （平成２１年３月３１日現在） 単位：千円

負債及び純資産資　　　　　産
金　　　額科　　　目金　　　額科　　　目

（負債の部）（資産の部）
５２，８９６，４４１１　信用事業負債４８，０１２，９８５１　信用事業資産

５２，２５３，１１０（１）　貯金９４５，９８４（１）　現金
５００，０００（２）　借入金３５，７７９，４２２（２）　預け金
８１，００７（３）　その他の信用事業負債３４，１７１，２９５系統預け金
６２，３２２（４）　債務保証１，６０８，１２６系統外預け金

１２，６３１，９６０（３）　貸出金
１３９，６１９（４）　その他の信用事業資産
６２，３２２（５）　債務保証見返

△１，５４６，３２２（６）　貸倒引当金

４０６，７９４２　共済事業負債６，１１１２　共済事業資産
３４０，１８９（１）　共済資金６，１１１（１）　未収共済付加収入
６６，６０４（２）　責任準備金

２，６７８，２２６３　流動負債４，５４０，１７８３　流動資産
２，２９７，５９０（１）　経済事業未払金７０，０４９（１）　受取手形
４２，５８６（２）　経済事業雑負債４，１５９，９２６（２）　経済事業未収金
７０（３）　賦課金仮受金８，３７０（３）　経済事業雑資産

１２，３６２（４）　未払法人税等７８４，３７４（４）　棚卸資産
３２５，６１６（５）　その他の流動負債２７６，３３９（５）　その他の流動資産

△７５８，８８３（６）　貸倒引当金

８４２，８７０４　固定負債８，１８３，４４５４　固定資産
１７，７８０（１）　リース債務４，３１９，８９８（１）　有形固定資産
６６８，４４２（２）　受入保証金９，６８０，６３２減価償却資産
１５６，６４８（３）　その他固定負債△６，５９０，９９０減価償却累計額

１，２３０，２５５土地
２１０，１６１５　諸引当金１１９，０１７（２）　無形固定資産

１２３，５２１（１）　賞与引当金３，４９７，００５（３）　外部出資
８０，７５６（２）　退職給付引当金２，９２６，７９０系統出資
５，８８３（３）　遭難救助引当金５７０，２１５系統外出資

４５，０９７（４）　長期特定資産
７，０３４，４９４負債の部合計３７，８９７（５）　長期前払費用

１６４，５２８（６）　その他の固定資産
（純資産の部）

４，２２１，５６５１　出資金
１１３，６１９２　資本剰余金２，２２０５　繰延資産
△５９２，６１９３　利益剰余金

３４４，４３７（１）　利益準備金
△９３７，０５６（２）　その他利益剰余金
１４７，７１０特別積立金
２９，１２２建物圧縮記帳積立金

△１，１１３，８８９当期未処分剰余金
（４７６，４１５）（うち、当期利益）

３，７４２，５６６組合員資本合計

△３２，１１９１　土地再評価差額金
△３２，１１９評価・換算差額等合計
３，７１０，４４７純資産の部合計
６０，７４４，９４１負債及び純資産の部合計６０，７４４，９４１資産の部合計
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３．連結損益計算書
 平成２０年４月１日から
 平成２１年３月３１日まで 　　単位：千円

金　　　　　額科　　　　　目
３，６３７，２４７１　事業総利益

９４０，６８７（１）　信用事業収益
７４４，９８２資金運用収益

（　　　１１９，４８２）（うち預け金利息）
（　　　３５９，４９５）（うち貸出金利息）
（　　　２６６，００４）（うちその他受入利息）

２９，０３３役務取引等収益
１６６，６７０その他経常収益

３１５，３５８（２）　信用事業直接費
１３０，１７６資金調達費用

（　　１２７，４１３）（うち貯金利息）
（　　　　１，０２２）（うち給付補てん備金繰入）
（　　　　１，４９９）（うち借入金利息）
（　　　　　２４０）（うちその他支払利息）

１６２，５９７役務取引等利息
２２，５８４その他事業直接費用

６２５，３２８信用事業総利益

１２７，５９９（３）　共済事業収益
１０９，０５１共済付加収入
１０，５２３共済受入手数料
８，０２４共済雑収益

７，３４７（４）　共済事業直接費
７，３４７共済事業直接費

１２０，２５２共済事業総利益

１０，２４３，６３８（５）　購買事業収益
１０，１６８，３９２購買品供給原価
７５，２４６購買雑収益

９，７０７，０６４（６）　購買事業直接費
９，６３６，０２８購買品供給原価
３２，４５３購買供給費
３８，５８２購買雑費用

５３６，５７４購買事業総利益

４，１６８，３３４（７）　販売事業収益
２，０４８，２４５販売品販売高
１，８４０，４８８受託販売手数料
２７９，６０１販売雑収益

２，３８７，８８５（８）　販売事業直接費
１，９４１，７９８販売品販売原価
１１５，１９９販売費
３０９，００６販売雑費用
２１，８８１市場使用料

１７８，４４９販売事業総利益
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金　　　　　額科　　　　　目
１２３，０４１（９）　製氷冷凍事業収益

２９，１０１氷供給高
９１，１９４冷凍販売品販売高
２，７４５冷凍保管料

１０９，７２６（１０）　製氷冷凍事業直接費
９，９６２氷供給原価
８６，９７８冷凍販売品販売原価
３，８８４製氷経費
８，９００製氷冷凍雑費用

１３，３１５製氷冷凍事業総利益

１３，３２９（１１）　加工事業収益
１３，３２９受入加工料

５，７３７（１２）　加工事業直接費
５，７３７加工品販売原価

７，５９２加工事業総利益

３，１１９（１３）　保管事業収益
３，１１９受入保管料

９１５（１４）　保管事業直接費
９１５その他の費用

２，２０４保管事業総利益

１８８，１７０（１５）　利用事業収益
１６０，８１５受入利用料
２７，３２９利用雑収益
２５郵便事業収益

７５，４４４（１６）　利用事業直接費
６１，２３１利用事業費
１４，２１３その他の費用

１１２，７２６利用事業総利益

１９０，３３８（１７）　漁業自営事業収益
１８９，１３６漁業自営販売高
１，２０１漁業自営雑収益

５７，４５６（１８）　漁業自営事業直接費
２２，６８３漁業自営販売原価
３４，７７３その他の費用

１３２，８８１漁業自営事業総利益

２５，８８４（１９）　漁場利用事業収益
２５，０７２受入漁場利用料
８１２漁場利用雑収益

１２，７３７（２０）　漁場利用事業直接費
５，５７４漁場利用事業費
７，１６３その他の費用

１３．１４６漁場利用事業総利益

５９０，３３４（２１）　指導事業収入
２９８，６８５（２２）　指導事業支出

２９１，６４８指導事業収支差額

１８，２５５（２３）　無線・有線事業収入
１７，１２７（２４）　無線・有線事業支出

１，１２７無線・有線事業収支差額
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金　　　　　額科　　　　　目
３，６１０，２５４２　事業管理費

２，３３８，５２９（１）　人件費
５３，７４１（２）　旅費交通費
３１１，１０３（３）　業務費
１１１，６３２（４）　諸税負担金
３３５，５６３（５）　施設費
４０１，５０９（６）　減価償却費
５８，１７４（７）　雑費

２６，９９３事　業　利　益
３６７，９２９３　事業外収益

１２，５４８（１）　受取利息
７，００３（２）　受取出資配当金

１８２，６６２（３）　受入補助金
３７９（４）　受入漁港負担金

６０，５８１（５）　賃貸料
７，４６７（６）　諸引当金等戻入
９７，２８７（７）　雑収益

２２２，３２２４　事業外費用
１，８５３（１）　支払利息
２６２（２）　寄付金

１５２，６７７（３）　固定資産圧縮損
４８（４）　漁港整備費

７，３５７（５）　長期前払費用償却
３，２９７（６）　繰延資産償却費
６，５８７（７）　諸引当金等繰入
５０，２３８（８）　雑費用

１７２，６００経　常　利　益
４３１，９５５５　特別利益

５５４（１）　固定資産処分益
１，４６３（２）　前期損益修正益

４１４，３６７（３）　貸倒引当金戻入益
１５，１４２（４）　償却債権取立益
４２７（５）　その他の特別益

１０９，４９７６　特別損失
３，５１８（１）　固定資産処分損
４３，５８４（２）　減損損失
１，５００（３）　前期損益修正損
４４，２３５（４）　過年度棚卸資産修正額
５，４５２（５）　過年度減価償却修正額
１１，２０６（６）　不動産取得税

４９５，０５８税引前当期利益
１８，６４３法人税、住民税及び事業税

０法人税等調整額
４７６，４１５当 期 剰 余 金
１，５９０，３０５繰越損失金
△１，１１３，８８９当期未処分剰余金
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４．連結注記表

継続組合の前提に関する注記　　　　　該当なし

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

当期の連結子会社は２社、持分法適用関連会社の該当はありません。
２．建物取得に係る補助金の取扱方法

補助金等の取扱については、通常固定資産圧縮損により当該資産の圧縮処理としているが、株式会社宮城県水
産会館における水産会館取得については「積立方式」を選択している。

連結貸借対照表に関する注記
１．棚卸資産の評価方法及び評価基準

棚卸資産は低価法により評価しております。原価は平均法により算出しております。
２．有形固定資産の減価償却方法

主として定率法を適用しております。
３．無形固定資産

ソフトウェアは５年で定額償却しております。
４．長期性資産の減損

有形固定資産や無形固定資産などの長期性資産は、帳簿価額が回収できないという事象や状況の変化が生じた
場合に、減損に関する検討を実施しております。帳簿価額が割り引き前将来見積もりキャシュ・フローを上回っ
ていた場合には、帳簿価額が公正価値を超過する金額について減損を認識しております。

５．引当金の計上基準
（貸倒引当金）

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について税法基準により計上している。また、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し計上しました。

（退職給付引当金）
従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

６．消費税の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

連結損益計算書に関する注記
１．過年度における棚卸資産修正額の計上

平成２０年４月１日現在の期首繰越購買品の評価額は２９９，３９４千円、うち４４，２３５千円は前年度より繰り越された
仕入諸掛り等であり当事業年度において棚卸資産修正額として計上しております。

２．過年度における減価償却修正額の計上
平成１９年４月１日の合併以前の１支所における償却資産に対する減価償却費の計上不足額として５，４５２千円を
計上しております。

５．連結剰余金計算書
 平成２０年４月１日から
 平成２１年３月３１日まで

兼 券
献 献
験 鹸

金　　　額科　　　目

１１３，６１９，４４９
（資本剰余金の部）
　１　資本剰余金の期末残高

△５９２，６１８，３８５
（利益剰余金の部）
　１　利益剰余金の期末残高



５４ 業務のご案内

６．連結自己資本比率の状況
  単位：千円

当期末項　　　　　目

４，２２１，５６５出資金 

５００，０００うち非累積的永久優先出資

０期限付優先出資

１１３，６１９資本剰余金

△５９２，６１９利益剰余金

０連結法人等の少数株主持分

０処分未済持分

０その他有価証券の評価差損

０新株予約券

０営業権相当額

０企業結合により計上される無形固定資産
相当額 ０

０のれん相当額

０証券化取引により増加した自己資本に相
当する額

０連結調整勘定相当額

３，７４２，５６６基本的項目　計（Ａ）

△３２，１１９土地の再評価額から再評価の直前の帳簿価額
を控除した額の４５％に相当する額

１６９，２５７一般貸倒引当金

３００，０００負債性資本調達手段等

０告示第１３条第１項第３号に掲げるもの

３００，０００告示第１３条第１項第４号及び第５号に掲げるもの

０補完的項目不算入額

４３７，１３８補完的項目　計（B）

４，１７９，７０４自己資本総額　（C=A+B）

当期末項　　　　　目

０他の金融機関の資本調達手段の意図的な
保有相当額

０告示第１３条第１項第３号に掲げるも
の及びこれらに準ずるもの

０告示第１３条第１項第４号及び第５号に掲
げるもの並びにこれらに準ずるもの

０

非同時決済取引に係る控除額及び信用リ
スク削減手法として用いる保証又はクレ
ジット･デリバティブの免責額に係る控
除額

０

基本的項目からの控除分を除く､自己資
本控除とされる証券化エクスポージャー
及び信用補完機能を持つI/０ストリップ
ス（告示第２２３条を準用する場合を含む｡）

０控除項目不算入額

０控除項目　計（D）

４，１７９，７０４自己資本額（E=C－D）

３１，９０２，５８５リスク･アセット（F）

２５，５２４，００７資産（オン･バランス）項目

２２，８１４オフ･バランス取引等項目

６，３５５，７６２オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

１３．１０％
自己資本比率

％

１１．７３％
（参　考）

％

Ｅ

Ｆ

Ａ

Ｆ
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